
　

　

令和元年度策定

会 津 坂 下 町

第六次会津坂下町振興計画

実　施　計　画
（令和２年度～令和４年度）

　　　　「U30まちづくり集会」参加者の坂下高等学校３年 増子優花さん

　　全校集会において、「まちづくりフォーラム」のパネルディスカッションで
　発表した内容を報告し、若者が地域づくり活動に積極的に参画する意義
　を全校生徒に訴えかけました。
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財政計画

１　歳入
（単位：千円）

歳入額 うち一般財源 構成比（%） 歳入額 うち一般財源 構成比（%） 前年度比(%) 歳入額 うち一般財源 構成比（%） 前年度比(%) 歳入額 うち一般財源 構成比（%） 前年度比(%)

 1 町　税 1,506,052 1,506,052 20.3 1,551,938 1,551,938 22.4 103.0 1,516,380 1,516,380 21.7 97.7 1,513,524 1,513,524 22.1 99.8

　　(1) 町民税 613,000 613,000 8.3 631,520 631,520 9.1 103.0 625,798 625,798 9.0 99.1 620,133 620,133 9.1 99.1

　　(2) 固定資産税 688,258 688,258 9.3 718,364 718,364 10.4 104.4 688,528 688,528 9.8 95.8 691,337 691,337 10.1 100.4

　　(3) 軽自動車税 52,740 52,740 0.7 54,000 54,000 0.8 102.4 54,000 54,000 0.8 100.0 54,000 54,000 0.8 100.0

　　(4) 町たばこ税 152,000 152,000 2.0 148,000 148,000 2.1 97.4 148,000 148,000 2.1 100.0 148,000 148,000 2.2 100.0

　　(5) 入湯税 54 54 0.0 54 54 0.0 100.0 54 54 0.0 100.0 54 54 0.0 100.0

 2 地方譲与税 94,898 94,898 1.3 92,293 92,293 1.3 97.3 92,293 92,293 1.3 100.0 92,293 92,293 1.3 100.0

 3 利子割交付金 2,202 2,202 0.0 2,202 2,202 0.0 100.0 2,202 2,202 0.0 100.0 2,202 2,202 0.0 100.0

 4 配当割交付金 4,472 4,472 0.1 4,472 4,472 0.1 100.0 4,472 4,472 0.1 100.0 4,472 4,472 0.1 100.0

 5 株式等譲渡所得割交付金 1,963 1,963 0.0 1,963 1,963 0.0 100.0 1,963 1,963 0.0 100.0 1,963 1,963 0.0 100.0

 6 地方消費税交付金 307,422 307,422 4.1 313,570 313,570 4.5 102.0 313,570 313,570 4.5 100.0 313,570 313,570 4.6 100.0

 7 自動車取得税交付金 11,437 11,437 0.2 100 100 0.0 0.9 100 100 0.0 100.0 100 100 0.0 100.0

21 環境性能割交付金 4,233 4,233 0.1 10,865 10,865 0.2 256.7 10,865 10,865 0.2 100.0 10,865 10,865 0.2 100.0

 8 地方特例交付金 33,372 33,372 0.4 11,716 11,716 0.2 35.1 11,716 11,716 0.2 100.0 11,716 11,716 0.2 100.0

 9 地方交付税 2,866,199 2,866,199 38.6 2,914,922 2,914,922 42.2 101.7 2,841,124 2,841,124 40.7 97.5 2,814,202 2,814,202 41.2 99.1

　　(1) 普通 2,587,199 2,587,199 34.8 2,651,878 2,651,878 38.4 102.5 2,601,878 2,601,878 37.3 98.1 2,578,461 2,578,461 37.7 99.1

　　(2) 特別 257,645 257,645 3.5 243,797 243,797 3.5 94.6 239,246 239,246 3.4 98.1 235,741 235,741 3.4 98.5

　　(3)震災復興 21,355 21,355 0.3 19,247 19,247 0.3 90.1 0 0 0.0 0.0 0 0 0.0 0.0

10 交通安全対策交付金 2,036 2,036 0.0 2,036 2,036 0.0 100.0 2,036 2,036 0.0 100.0 2,036 2,036 0.0 100.0

11 分担金及び負担金 65,653 0 0.9 61,287 0 0.9 93.3 61,928 0 0.9 101.0 62,033 0 0.9 100.2

12 使用料及び手数料 114,432 6,499 1.5 116,432 6,953 1.7 101.7 118,544 6,953 1.7 101.8 120,077 6,953 1.8 101.3

13 国庫支出金 517,413 0 6.9 481,749 0 7.0 93.1 597,536 0 8.6 124.0 486,988 0 7.1 81.5

　　(1) 普通建設事業支出金 98,840 0 1.3 95,000 0 1.4 96.1 95,000 0 1.4 100.0 97,480 0 1.4 102.6

　　(2) 災害復旧事業支出金 0 0 0.0 0 0 0.0 0.0 0 0 0.0 0.0 0 0 0.0 0.0

　　(3) その他 418,573 0 5.6 386,749 0 5.6 92.4 502,536 0 7.2 129.9 389,508 0 5.7 77.5

14 県支出金 731,935 0 9.9 672,387 0 9.8 91.9 653,611 0 9.4 97.2 636,563 0 9.3 97.4

　　(1) 普通建設事業支出金 62,094 0 0.8 18,090 0 0.3 29.1 18,090 0 0.3 100.0 18,090 0 0.3 100.0

　　(2) 災害復旧事業支出金 3,950 0 0.1 0 0 0.0 0.0 0 0 0.0 0.0 0 0 0.0 0.0

　　(3) その他 665,891 0 9.0 654,297 0 9.5 98.3 635,521 0 9.1 97.1 618,473 0 9.0 97.3

15 財産収入 26,808 6,357 0.4 13,004 6,357 0.2 48.5 13,004 6,357 0.2 100.0 13,004 6,357 0.3 100.0

16 寄附金 33,601 0 0.5 35,601 0 0.5 106.0 36,100 0 0.5 101.4 36,100 0 0.5 100.0

17 繰入金 68,121 48,887 0.9 42,974 27,974 0.6 63.1 134,028 119,028 1.9 311.9 142,695 127,695 2.1 106.5

18 繰越金 327,340 327,340 4.4 80,000 80,000 1.2 24.4 50,000 50,000 0.7 62.5 50,000 50,000 0.7 100.0

19 諸収入 291,672 3,998 3.9 166,622 1,899 2.4 57.1 164,881 1,872 2.4 99.0 160,339 1,846 2.3 97.2

20 町債 416,204 186,704 5.6 329,819 166,704 4.8 79.2 352,364 163,537 5.0 106.8 363,004 161,901 5.3 103.0

合  計 7,427,465 5,414,071 100.0 6,905,952 5,195,964 100.0 93.0 6,978,717 5,144,468 100.0 101.1 6,837,746 5,121,695 100.0 98.0

区  分
令和元年度（12月補正後予算額） 令和2年度 令和3年度 令和4年度

１ 



２　歳出
（単位：千円）

歳出額 うち一般財源 構成比（%） 歳出額 うち一般財源 構成比（%） 前年度比(%) 歳出額 うち一般財源 構成比（%） 前年度比(%) 歳出額 うち一般財源 構成比（%） 前年度比(%)

 1　人件費 1,361,489 1,308,500 18.3 1,578,854 1,517,405 22.9 116.0 1,568,852 1,507,792 22.4 99.4 1,563,848 1,502,983 22.8 99.7

 2　物件費 1,219,746 678,779 16.4 978,858 544,727 14.2 80.3 960,947 534,760 13.8 98.2 910,472 506,671 13.4 94.7

 3　維持補修費 158,899 134,731 2.1 208,605 176,877 3.0 131.3 206,390 174,999 3.0 98.9 217,089 184,071 3.2 105.2

 4　扶助費 762,912 244,789 10.3 637,109 204,424 9.2 83.5 632,047 202,800 9.1 99.2 629,609 202,018 9.2 99.6

 5　補助費 1,081,791 527,687 14.6 1,054,772 514,507 15.3 97.5 1,202,381 586,509 17.2 114.0 1,130,473 551,433 16.5 94.0

 6　投資及び出資金 6,094 6,094 0.1 0 0 0.0 0.0 0 0 0.0 0.0 0 0 0.0 0.0

 7　貸付金 30,000 0 0.4 30,000 0 0.4 100.0 30,000 0 0.4 100.0 30,000 0 0.4 100.0

 8　積立金 266,914 183,466 3.6 38,281 26,313 0.6 14.3 35,281 24,251 0.5 92.2 35,281 24,251 0.5 100.0

 9　公債費 1,093,607 1,033,686 14.7 1,109,518 1,048,725 16.1 101.5 1,092,618 1,032,751 15.7 98.5 1,079,958 1,020,785 15.8 98.8

10 投資的経費 313,900 106,252 4.3 208,486 75,680 3.0 66.4 185,856 66,098 2.7 89.1 173,651 63,567 2.6 93.4

　　(1) 普通建設事業費 302,367 95,948 4.1 204,253 71,447 2.9 67.6 181,623 61,865 2.6 88.9 169,418 59,334 2.5 93.3

　　　　補助事業費 181,575 71,856 2.4 158,463 62,710 2.3 87.3 132,453 52,417 1.9 83.6 131,526 52,050 1.9 99.3

　　　　単独事業費 116,046 22,246 1.6 44,108 8,455 0.6 38.0 49,142 9,420 0.7 111.4 37,867 7,259 0.6 77.1

　　　　国直轄事業負担金 0 0 0.0 0 0 0.0 0.0 0 0 0.0 0.0 0 0 0.0 0.0

　　　　県営事業負担金 4,746 1,846 0.1 1,682 282 0.0 35.4 28 28 0.0 1.7 25 25 0.0 89.3

　　　　受託事業費 0 0 0.0 0 0 0.0 0.0 0 0 0.0 0.0 0 0 0.0 0.0

　　(2) 災害復旧事業費 11,533 10,304 0.2 4,233 4,233 0.1 36.7 4,233 4,233 0.1 100.0 4,233 4,233 0.1 100.0

　　　　補助事業費 7,300 6,071 0.1 0 0 0.0 0.0 0 0 0.0 0.0 0 0 0.0 0.0

　　　　単独事業費 4,233 4,233 0.1 4,233 4,233 0.1 100.0 4,233 4,233 0.1 100.0 4,233 4,233 0.1 100.0

11 繰出金 1,057,187 882,231 14.2 1,031,469 856,513 14.9 97.6 1,034,345 859,389 14.8 100.3 1,037,365 862,409 15.2 100.3

12 予備費 74,926 74,926 1.0 30,000 30,000 0.4 40.0 30,000 30,000 0.4 100.0 30,000 30,000 0.4 100.0

合  計 7,427,465 5,181,141 100.0 6,905,952 4,995,171 100.0 93.0 6,978,717 5,019,348 100.0 101.1 6,837,746 4,948,186 100.0 98.0

0 232,930 0 200,793 0 125,119 0 173,509

歳入歳出差引 0 0 0 0

令和4年度
区  分

令和元年度（12月補正後予算額） 令和2年度 令和3年度

２ 



【新たな視点のまちづくり】 

 

会津坂下町のまちづくりは、これまで第一次振興計画（昭和 48 年：1973 年策定）

から第五次振興計画（平成 23年：2011年策定）により進められてきました。 

 その計画策定の背景は、人口の増加、経済の発展を政策の既定路線としてきました。 

 しかし「今はどういう時代なのか」。人口の減少、経済発展の鈍化を受け入れた中

でのまちづくりが条件であり、必要となります。 

 では、第六次振興計画の政策課題は何か。それは「持続」というキーワードに集約

されます。持続するとは、生命の営みが脈々と受け継がれることであり、地域の文化

を受け継ごうとする次世代（担い手）が絶えることなく、再創造される社会であると

考えます。 

 このことから、第六次振興計画によるまちづくりでは、若者を政策の主体として位

置づけ、本腰を入れて世代リレーに取り組みます。 

 主体の問題は、地域づくりの持続可能性という問題とも直結します。例えば、地域

づくり協議会では、役員のなり手不足に悩んでいる。一人暮らし世帯が増える。健康

に不安を抱え、介護を要する人もいる。通院や買い物の足の確保。集落の防災、伝統

行事の継承等、個人や地区では解決できにくい切実な問題が身近にあり、いま地域は、

公共の関わりや政策による「持続」の条件整備を必要としています。 

 まちづくり・地域づくりにおいて行政は、住民・地域のネットワークの中心的担い

手として、また、これまでの頑張れる人・やれる人だけではなく、若者や女性など、

普通の人々が肩の力を抜いてまちづくりを楽しめる、取り組める。そこを目指したま

ちづくりを進めるため、新たに取り組む事業、継続して取り組む事業、その目的を明

確にした実施計画を策定し、全庁一丸となり推進してまいります。 
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（単位：千円）

Ⅰ-１-① 子育てふれあい交流センター事業

Ⅰ-１-① 子育てふれあい交流センター事業

Ⅰ-１-① 放課後児童健全育成事業

Ⅰ-１-② 放課後子ども教室推進事業

Ⅰ-１-① ホームスタート事業

Ⅰ-１-① 育児応援事業

Ⅰ-１-② コミュニティスクール事業

Ⅰ-１-② コミュニティスクール事業

Ⅰ-１-③ 小中学校情報教育機器整備事業

Ⅰ-２-① 生涯学習推進事業

Ⅰ-２-① 生涯学習推進事業

Ⅰ-２-② スポーツ振興事業

Ⅰ-２-③ 本に親しむ町民をつくる事業

子育てふれあい交流センター事業
継続

子どもの居場所、子育て世代の親子の交流、子育
て情報の提供、子育てに関する相談等の機能を持
つ子育て支援拠点としてセンターを運営する。

5,506

子どもの居場所づくり事業

継続
地域の中に児童・生徒が気軽に集まり、勉強や読書、
趣味の活動ができる安全・安心な居場所を提供し、子
どもを安心して産み育てられる環境を整える。

22,923

【第六次振興計画における「重点的に進めること」】

Ⅰ　自ら学び、学び合う「ひとづくり」

重点的に進めること
事業内容

令和２年度
事業費

事務事業名

コミュニティスクール事業
新規

子どもたちの豊かな学びを推進するため、地域と学校
が連携し、地域の人材を学校教育の中で活用する仕
組みを構築する。

R3より実施

郷土学習副読本活用事業
継続

授業の中で副読本を活用し郷土を学ぶ環境をつくる。
コミュニティスクール事業の中での実施を検討する。

在庫を活用して実施

ホームスタート事業
継続

保護者と一緒に育児や家事をしながら相談に応じるこ
とで、子育ての負担軽減や育児に関する知識を向上さ
せ、育児不安等を軽減する。

3,266

子育て世代包括支援センター事業
継続

子どもの健やかな成長のために、福祉・保健・保育・教
育・その他子どもに関するすべての機関が連携して支
援する。

1,972

芸術作品等の発表の場の創出
継続 町有施設等を活用した「町民ギャラリー」を開設する。 700

スポーツ振興事業
継続

誰もが気軽にスポーツを楽しむため、多種多様な種目
から自分に合った種目にチャレンジできる環境をつく
る。若者世代をターゲットとしたスポーツ環境を整備す
る。

1,814

小中学校情報教育機器整備事業
継続

情報活用能力を身につける学習環境を整備するた
め、タブレット端末などのICT機器を導入する。

11,573

生涯学習推進事業

継続

生涯学習振興計画に基づき、学習できる内容や場所
等についての情報発信と、活動している個人・団体等
を紹介する等のサポートをする。学習した成果をコミュ
ニティスクール事業等で活用するとともに、町民ギャラ
リーに作品を展示するなど発表の場をつくる。

700

本に親しむ読書活動の推進
継続

子どもを対象とした絵本コーナー設置や地域の人材を
活用した読み聞かせ等を実施し、幼少期から本に親し
む環境をつくる。

1,384

4



（単位：千円）

Ⅰ-３-① 学校給食センター運営事業

Ⅰ-３-② 埋蔵文化財センター活用事業

（単位：千円）

Ⅱ-１-① 健康増進事業

Ⅱ-１-① 健康増進事業

Ⅱ-１-① 健康づくり啓発事業

Ⅱ-１-③ 食育推進事業

Ⅱ-２-① 一人暮らし高齢者生活支援事業

Ⅱ-２-① 介護予防・地域での支え合い事業

Ⅱ-２-① 介護予防・地域での支え合い事業

学校給食センター運営事業
継続

季節に応じた旬の地元食材を学校給食に使用すること
で、食という観点から地域を学ぶ環境をつくる。

185,239

埋蔵文化財センター活用事業
継続

文化財を適正に保護・保存する。歴史・文化の貴重な
資料を展示・公開することで、郷土への理解を深め、町
を広くPRする。

912

Ⅰ　自ら学び、学び合う「ひとづくり」

重点的に進めること
事業内容

令和２年度
事業費

事務事業名

健康ポイント事業

継続
町民が気軽に楽しく、自主的に健康づくりを継続できる
よう、県が実施するふくしま健民パスポート事業と連携
した取り組みを進める。

1,085

健康づくり推進事業

継続
地区の保健推進員や食生活改善推進員等による健康
づくり啓発活動を、地区・集落で開催されるサロン活動
の中で実施する。

556

Ⅱ　安全・健康で、快適な「くらしづくり」

重点的に進めること

事業内容
令和２年度
事業費

事務事業名

たばこ対策事業

継続
受動喫煙防止対策や禁煙対策の普及啓発、喫煙者に
対する禁煙指導を継続して実施する。

1,085

介護予防・地域での支え合い事業

継続
身近な地区・集落等で、趣味や健康づくり活動ができ
るサロン活動を実施する。

5,086

福祉ボランティア充実事業

継続
ボランティアセンター（社会福祉協議会）との連携によ
り、地域における福祉活動等にボランティアの人材を
活用する。

5,086

食育推進事業

継続
関係機関や地域との連携により、食育活動を地区・集
落で開催されるサロン活動の中で実施する。

115

一人暮らし高齢者生活支援事業

継続
一人暮らし高齢者等へのゴミ回収を通した安否確認や
生活相談等を、地域の支え合いで実施する。

1,787
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（単位：千円）

Ⅱ-２-② 地域生活支援拠点等の整備

Ⅱ-３-① 自主防災組織の育成

Ⅱ-３-③ 空き家対策事業

Ⅱ-４-① 廃棄物減量化推進事業

Ⅱ-４-① 廃棄物再資源化事業

Ⅱ-４-① 廃棄物処理収集事業

Ⅱ-４-② 不法投棄防止事業

Ⅱ-５-① 合併処理浄化槽整備事業

Ⅱ-５-① 公共下水道事業

Ⅱ-５-① 農業集落排水整備事業

Ⅱ-５-① 役場新庁舎建設事業

Ⅱ-５-① 都市公園整備事業

Ⅱ-５-① ばんげひがし公園整備事業

Ⅱ-５-② 定住支援事業

Ⅱ-５-② 定住支援事業

自主防災組織の育成事業
継続

発災時の機動性を確保するため、班域の見直しや消
防団OB等による機能別消防団員制度の活用により地
域の自主防災体制の強化を図る。

51,632

空き家対策事業
継続

区・自治会等からの情報収集により空き家を把握し、管
理不全空家には適切な指導を行う。所有者への情報
提供等により住環境の維持・改善を図る。

258

Ⅱ　安全・健康で、快適な「くらしづくり」

重点的に進めること
事業内容

令和２年度
事業費

事務事業名

地域生活支援拠点等の整備
新規

障がい者本人や介護者の高齢化等を見据え、住み慣
れた地域で暮らしていけるよう障がい者の生活を地域
全体で支える仕組みをつくる。

R3より実施

廃棄物処理収集事業
継続

小型家電や生ゴミのリサイクル等、生活環境の変化に
対応した回収方法を実施する。

51,503

不法投棄防止活動の推進
継続

行政区における環境美化活動の一環として、不法投棄
監視パトロール等を環境美化推進員が中心となって実
施する。

155

廃棄物減量化推進事業
継続

生ゴミ減量化に向けた出前講座の開催やコンポスト購
入補助等により生ゴミ循環システムを推進する。

77

廃棄物再資源化事業
継続

町民・事業所・行政が一体となった分別収集活動の徹
底を図り、資源回収の報償金を充実させるなど、リサイ
クル率向上に取り組む。

50

都市公園整備事業

継続
ばんげひがし公園・鶴沼緑地公園など、都市公園の安
全性確保のため、計画的に修繕を行うとともに、美化に
努める。

6,414

空き家活用推進事業
継続

空き家バンクを活用し空き家情報を提供するとともに、
お試し住宅等の活用実例を紹介する。

900

汚水処理事業

継続
公共下水道事業と浄化槽設置補助事業により、公共
用水域の水質を保全する。

236,190

役場庁舎の建設
継続

分庁舎などの行政機能を集約することによる行政サー
ビスの向上や、防災拠点としての機能を果たすため、
財政シミュレーションの結果を踏まえて進めていく。

100

町営住宅用地分譲事業
継続

町営住宅の老朽化等による取り壊し後の土地を分譲
する。

900

6



（単位：千円）

Ⅲ-１-① 農業経営基盤強化資金利子補給事業

Ⅲ-１-① 農地集積協力金交付金事業

Ⅲ-１-① 機構集積支援事業

Ⅲ-１-① 農産物販路拡大事業

Ⅲ-１-① 農産物販路拡大事業

Ⅲ-１-① 異業種との連携による働き手の確保事業

Ⅲ-１-① 有害鳥獣対策事業

Ⅲ-２-① 「人の駅・川の駅・道の駅」活用事業

Ⅲ-２-① 物産等販売促進事業

Ⅲ-２-② 街なか賑わい創出事業

Ⅲ　活力と魅力があふれ、人が集う「しごとづくり」

重点的に進めること

事業内容
令和２年度
事業費

事務事業名

農産物販路拡大事業

継続
農家の所得向上のため、直接販売や農産物のマッチ
ングの実施等により販路拡大を支援する。

3,379

福祉・教育機関との連携

継続
町内の福祉事業所や地元農業高校等との連携により、
農産物の生産・加工・販売活動を実施する。

3,379

担い手アクションサポート事業

継続
認定農業者、認定新規就農者の経営発展等に向けた
支援を行う。

300

農地中間管理事業

継続
地域の実情に合った「人・農地プラン」の作成を支援す
るとともに、地域の担い手への農地集積を推進する。

14,981

物産等販売促進事業

継続
物産品等の販売における取引量の拡大や取引品目の
増加など、事業拡大につながる販売促進活動を実施
する。

7,217

起業用お試し施設

新規
空き店舗を起業用お試し施設としてレンタルする等、
多様な用途で活用する。

298

鳥獣被害防止総合対策交付金事業

継続
鳥獣被害防止に向けた対策を推進し、地域における
取り組みを支援する。

1,196

「人の駅・川の駅・道の駅」活用事業

継続
農産物、物産品の販売や町の魅力発信のためのイベ
ントを開催し、街なかの商店や観光地への誘客を図
る。

10,000

7



（単位：千円）

Ⅲ-２-② 街なか賑わい創出事業

Ⅲ-２-③ 企業経営・雇用支援事業

Ⅲ-２-③ 企業誘致推進事業

Ⅲ-２-③ 勤労者互助会

Ⅲ-２-③ 中小企業・小規模事業者支援事業

Ⅲ-３-① 観光ボランティア育成事業

Ⅲ-３-① 広域観光推進事業

Ⅲ-３-② ６次化商品開発促進事業

Ⅲ-３-③ 観光物産協会運営支援事業

企業経営・雇用支援事業

継続
既存企業の新増改築・設備投資、人材確保に向けた
取り組みを支援する。

1,638

広域連携による企業誘致活動

継続 周辺市町村と連携し、企業誘致活動に取り組む。 488

Ⅲ　活力と魅力があふれ、人が集う「しごとづくり」

重点的に進めること

事業内容
令和２年度
事業費

事務事業名

街なかギャラリー

新規 空き店舗を芸術作品等の展示場所として活用する。 298

商品・観光資源の開発

継続

ひと・もの・場所等の地域資源を有効活用し、異業種
間の連携による新たな視点と交流から魅力的な商品や
観光資源を開発する。若者による地域づくり推進事業
との連携により実施する。

2,220

祭り活性化事業

継続
４大祭り等に町内外を問わず誰もが参画できる仕組み
をつくり、関係人口の増加を図る。

16,800

勤労者互助会

継続
町内事業所の未組織労働者に対する福利厚生の充実
を図る。

310

中小企業・小規模事業者支援事業

継続
信用保証料補助等を活用し、中小企業や小規模事業
者の育成・支援をする。

27,185

8



（単位：千円）

Ⅳ-１-① 地域づくり推進事業

Ⅳ-１-① 地域づくり推進事業

Ⅳ-１-① 地域づくり推進事業

Ⅳ-２-③ 地域づくり情報受発信事業

Ⅳ-１-③ コミュニティセンター運営事業

Ⅳ-２-① 地域おこし協力隊導入事業

Ⅳ-２-② 若者による地域づくり推進事業

Ⅳ-３-① 職員研修事業

Ⅳ-３-① 職員研修事業

Ⅳ-３-① 人事評価・人材育成事業

Ⅳ-３-③ 広報あいづばんげ発行事業

Ⅳ-３-③ 行政施策PR促進事業

Ⅳ-３-③ 地域インターネット活用事業

地域づくりコーディネーターの配置

新規
コミュニティセンターに地域づくりコーディネーターを配
置し、地域の中心的担い手として地域課題解決型の
地域づくり活動を実施する。

8,400

地域づくり情報受発信の促進

新規
コミュニティセンターを中心として地域住民が集い、互
いに相談し合い、課題を共有するための機会として「地
域づくり懇談会」を定期的に開催する。

8,400

Ⅳ　一人ひとりがつながり、みんなで創る「しくみづくり」

重点的に進めること

事業内容
令和２年度
事業費

事務事業名

地域づくり推進事業

継続
地域づくり活動の担い手として、地域住民や各種団体
の地域づくり協議会への参画を推進する。

8,400

若者による地域づくり活動の推進

新規

町内在住、あるいは通勤・通学する若者の地域づくり
への参画や地域との交流を推進するため、青年団体
や地元高等学校等と連携し、地域（まち）づくり活動を
実践する場として「若者集会」を実施する。

350

職員研修事業

継続
職員の意識改革、スキルアップ等を図るため、若年層
の職員や中堅職員、女性職員が互いに研鑚し合う「職
員相互研修」を実施する。

874

コミュニティビジネスの創出

新規
協働による地域づくり活動において、地域課題の把握
と解決する仕組みを構築し、持続可能な活動としてコ
ミュニティビジネスを創出する。

24,048

地域おこし協力隊の活用

新規
移住者の目線での地域づくり活動の促進と、将来的な
地域の担い手の確保につなげるため、地域おこし協力
隊を積極的に活用する。

150

SNS等の活用

継続
町フェイスブックに情報を継続的に投稿し、記事や写
真を共有することを職員や町に縁のある方、町内外の
学生等へ促し広く町の魅力を発信する。

15,242

人事評価・人材育成事業

継続
職員の能力と意識の向上を図るため、人事評価制度を
運用する。

874

広報内容等の充実

継続
広報担当者による研究会の実施や研修の受講等によ
り、広報紙やホームページの内容充実を図る。

4,514
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【地域づくり計画について】 

各地区地域づくり計画に基づく事業については、「地域づくり推進事業」及び「コ

ミュニティセンター運営事業」により、各地区コミュニティセンターに配置する地

域づくりコーディネーターを中心に、各地区地域づくり協議会が実施します。 

町は、地域づくりコーディネーターの配置とともに、全庁的な支援体制の中で、

各担当部署が事業の実施について支援します。特に、社会教育分野の事業と密接に

関係している地域づくり活動等については、教育課社会文化班と政策財務課政策企

画班との連携により支援していきます。また、財政的には各地区地域づくり協議会

に「地域づくり交付金」を交付し、地域の特色を活かした活動等を推進することで、

地域特有の課題を地域で解決する仕組みを構築します。 

 

【関連する計画について】 

計画名 策定時期 策定スケジュール等 

会津坂下町まち・

ひと・しごと総合

戦略 

令和２年度 

【国の動向】 

令和元年 12月 20日に「まち・ひと・しごと創生長期ビ

ジョン」及び「まち・ひと・しごと総合戦略」が閣議決定

された。 

【県の動向】 

令和元年 12月 9日～23日まで「ふくしま創生総合戦略」

骨子案のパブリックコメントを実施した。令和元年度内に

策定される予定である。 

【町のスケジュール】 

県「ふくしま創生総合戦略」の策定を受け、令和 2年度

に策定する予定である。 

会津坂下町過疎地

域自立促進計画 
令和２年度 

現行の過疎地域自立促進特別措置法が、令和 3年 3月末

で失効し、新たな過疎対策法が制定される予定である。 

令和 2年度実施計画（令和 3年度～5年度）の策定後、

令和 2年 12月に策定を開始し、令和 3年 3月議会定例会

に上程する予定である。 

会津坂下町国土利

用計画 
令和３年度 

現計画の基準年次が平成 22年、目標年次が平成 33年（令

和 3年）であるため、令和 3年度に策定する。 

関連する計画である「会津坂下町地域防災計画」「会津

坂下町水防計画」は令和 2 年度に、「会津坂下町国土強靭

化地域計画」については令和3年度に策定する予定である。 
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年度

まちづくりの 国庫 県 その他 国庫 県 その他 国庫 県 その他

目標 支出金 支出金 特定財源 支出金 支出金 特定財源 支出金 支出金 特定財源

506,034 74,258 72,425 28,000 145,520 185,831 548,496 95,222 71,089 28,000 144,920 209,265 512,196 76,010 71,089 28,000 143,720 193,377

1,127,291 88,154 41,138 52,883 55,607 889,509 1,193,323 109,337 40,291 89,800 57,053 896,842 1,225,764 96,737 40,291 81,280 57,174 950,282

338,561 148,643 70,270 7,900 32,860 78,888 335,807 148,554 66,627 6,300 34,168 80,158 321,494 140,054 66,627 2,200 34,168 78,445

638,595 9,538 0 21,700 40,383 566,974 647,505 1,221 0 32,600 43,015 570,669 603,490 1,221 0 32,600 38,216 531,453

2,610,481 320,593 183,833 110,483 274,370 1,721,202 2,725,131 354,334 178,007 156,700 279,156 1,756,934 2,662,944 314,022 178,007 144,080 273,278 1,753,557

事　　業　　計　　画　　総　　括　　表
（単位：千円）

第1年次（令和2年度） 第2年次（令和3年度） 第3年次（令和4年度）

財源内訳

地方債 一般財源 地方債 一般財源 地方債 一般財源

事業費

財源内訳

事業費

財源内訳

事業費

Ⅰ 自ら学
び、学び合う
「ひとづくり」

Ⅱ 安全・健
康で、快適
な「くらしづく
り」

Ⅲ 活力と魅
力があふれ、
人が集う「し
ごとづくり」

Ⅳ 一人ひと
りがつなが
り、みんなで
創る「しくみ
づくり」

合　　　　　計
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Ⅰ 自ら学び、学び合う「ひとづくり」

第1節 子育て・教育環境の整備

【成果指標】
　スクールソーシャルワーカー（SSW）の配置人数

【指標の現状】
　2人

【成果指標】
　入館者数

【指標の現状】
　9,145人（平成30年度実績）

【成果指標】
　待機児童数

【指標の現状】
　0人（平成30年度実績）

【成果指標】
　援助件数

【指標の現状】
　52件（平成30年度実績）

子ども支援

ファミリーサポート事業 子ども支援

子どもを安心して産み育てられる環境整備のため、保育所・幼稚園・小
学校の送迎や一時預かり等、子育て支援が必要な家庭に地域の人々に
よる相互援助活動を行う。

子どもの医療費助成事業（乳
幼児・児童医療費助成事業）

子ども支援

18歳未満（高校生まで）の医療費の窓口負担分を全額補助することによ
り、医療費の負担をなくし、子育ての負担軽減を図り、子どもたちの健康
を確保する。

18歳未満（高校生まで）の児童・生徒を監護しているひとり親・児童及び
父母のいない児童に対し、医療費の一部を助成する。

　　施策名

事業概要

成果指標 指標の現状

　　①子育て支援

教育相談機能充実事業
教育総務

学校・地域・家庭の連携強化を図り、子どもたちが安心して学べる環境を
つくるため、スクールソーシャルワーカー（SSW）を配置し、学習や生活に
関する相談機能の充実を図る。

子育てふれあい交流センター
事業

子ども支援

子どもを安心して産み育てられる環境整備のため、子どもの居場所づくり
と合わせて、子育て世代親子の交流、子育てに関する情報提供、子育て
相談の場とする等、子育て支援拠点として運営する。

担当部署事務事業名

私立保育所等施設型給付事
業

子ども支援

施設運営費にかかる公定価格と国が示す利用者負担の上限額との差額
について、要綱により国、県、町それぞれの割合で負担するほか、保育
料軽減分も負担する。

ひとり親家庭医療費助成事業

 ●重点的に進めること 

  「子育てふれあい交流センター事業」 

  「子どもの居場所づくり事業」 
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国庫 県 その他 国庫 県 その他 国庫 県 その他

支出金 支出金 特定財源 支出金 支出金 特定財源 支出金 支出金 特定財源

4,325 2,214 2,100 0 0 11 4,325 2,214 2,100 0 0 11 4,325 2,214 2,100 0 0 11

5,506 633 937 0 28 3,908 5,506 633 937 0 28 3,908 5,506 633 937 0 28 3,908

56,993 300 30,763 0 0 25,930 56,993 300 30,763 0 0 25,930 56,993 300 30,763 0 0 25,930

126,581 64,161 26,678 0 0 35,742 126,581 64,161 26,678 0 0 35,742 126,581 64,161 26,678 0 0 35,742

3,663 0 1,831 0 0 1,832 3,663 0 1,831 0 0 1,832 3,663 0 1,831 0 0 1,832

3,460 1,153 1,153 0 0 1,154 3,460 1,153 1,153 0 0 1,154 3,460 1,153 1,153 0 0 1,154

【事業内容】
・子育て世代親子が参加しやすいイベント
の開催

【事業内容】
・地方単独事業公費化の動向に合わせた
補助のあり方や現物給付の可能性につい
ての検討

（単位：千円）

第1年次（令和2年度） 第2年次（令和3年度） 第3年次（令和4年度）

地方債地方債

　11,000人

【事業内容】
・地方単独事業公費化の動向に合わせた
国保被保険者の児童分の支給についての
検討

【目標値】
　0人

　10,500人

財源内訳

【目標値】
　2人

【事業内容】
・関係機関と連携した相談対応

一般財源 一般財源

事業費

地方債一般財源

財源内訳

事業費

財源内訳

事業費

【事業内容】
・私立保育施設等との連携による保育機会
の確保

【目標値】
　10,000人

【事業内容】
・利用者増のためのニーズ調査、分析、周
知活動の実施

【目標値】
　100件
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Ⅰ 自ら学び、学び合う「ひとづくり」

第1節 子育て・教育環境の整備

【成果指標】
　入所希望者の待機児童数　（定員超過人数）

【指標の現状】
　0人　（7人）

【成果指標】
　利用者数

【指標の現状】
　4人（平成30年度実績）

【成果指標】
　登録ヘルパー数

【指標の現状】
　15人

【成果指標】
　乳児全戸訪問実施率

【指標の現状】
　96.2％

【成果指標】
　小学校への特別支援教育支援員配置人数

【指標の現状】
　4人

担当部署
事業概要

成果指標 指標の現状

　　①子育て支援

延長保育促進事業（幼稚園）

坂下南小学校・坂下東小学校へ特別支援教育支援員を配置し、児童の
個々の学習や学校生活を支援する。

養育支援訪問事業 子ども支援

育児応援事業
福祉健康

妊娠期から子育て期において、それぞれの段階に対応した事業や教室
の開催、関係機関との連携を強化することで、切れ目のない支援を提供
し、安全・安心な子育て環境を整備する。

子ども支援

昼間保護者のいない小学校3年生までの児童の遊び・生活の場を提供
する。対象年齢及び活動スペースの拡大に係る調査検討を進める。

ホームスタート事業（家庭支
援スタッフ訪問事業）

子ども支援

転入者等、孤立しがちな家庭に対しスタッフ（ビジター）が訪問し、共に家
事や育児をすることにより心身の負担を軽減し、より良い子育てを支援す
る。

放課後児童健全育成事業

事務事業名

　　施策名

保護者が安心して就労につき、ゆとりを持って子育てができる環境をつく
るため、保護者の就労形態の多様化に対応した保育環境を整備する。

延長保育促進事業（保育所） 保育所

幼稚園

特別支援教育支援員配置事
業

教育総務

支援が必要な家庭に対し専門的知識を持つ支援者（ヘルパー）が訪問
し、家事・育児等の支援を提供することにより、虐待を未然に防ぎ、適切
な養育環境の維持・改善及び家庭の養育力の向上を図る。

 ●重点的に進めること 

  「子どもの居場所づくり事業」 

 ●重点的に進めること 

  「ホームスタート事業」 

 ●重点的に進めること 

  「子育て世代包括支援センター事業」 
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国庫 県 その他 国庫 県 その他 国庫 県 その他

支出金 支出金 特定財源 支出金 支出金 特定財源 支出金 支出金 特定財源

15,413 3,298 3,298 0 5,364 3,453 15,413 3,298 3,298 0 5,364 3,453 16,413 3,298 3,298 0 5,364 4,453

3,266 0 3,266 0 0 0 3,266 0 3,266 0 0 0 3,266 0 3,266 0 0 0

407 135 135 0 0 137 407 135 135 0 0 137 407 135 135 0 0 137

1,972 303 260 0 0 1,409 1,972 303 260 0 0 1,409 1,972 303 260 0 0 1,409

事業費

財源内訳

事業費

地方債 一般財源

【事業内容】
・登録ヘルパー数の確保及びフォローアッ
プ研修の実施

【事業内容】
・乳児全戸訪問等による育児支援の実施

【事業内容】
・子育て世帯への事業周知の強化
・登録ビジターフォローアップ研修の実施

　17人

事業費

財源内訳

　15人 　20人
【目標値】
　10人

地方債 一般財源

【目標値】
　16人

財源内訳

地方債 一般財源

【目標値】
　100％

【目標値】
　4人

　0人　（0人）

【事業内容】
・わんぱく東クラブ2階の取り扱いの協議
・放課後子ども教室との連携強化

【事業内容】
・わんぱく東クラブ2階の取り扱いの要綱制
定

【事業内容】
・わんぱく東クラブ2階の活用

（単位：千円）

第1年次（令和2年度） 第2年次（令和3年度） 第3年次（令和4年度）

【目標値】
　0人　（3人）

　18人

【事業内容】
・坂下南、東小学校への特別支援教育支
援員の配置（2名ずつ）
・児童に対する学習支援体制の充実

【事業内容】
・延長保育の実施
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Ⅰ 自ら学び、学び合う「ひとづくり」

第1節 子育て・教育環境の整備

【成果指標】
　登録児童数

【指標の現状】
　100人

【成果指標】
　全国学力テストによる成績評価（全国平均との比較）

【指標の現状】
　一部で全国平均を上回る

【成果指標】
　英語指導助手（ALT）の小中学校へ派遣

【指標の現状】
　2人

　　③学力の向上

コミュニティスクール事業

教育総務

学力向上推進事業

通学の安全を確保するため、危険箇所を関係者が調査・協議し、通学路
等の安全点検・整備を行う。また、遠距離通学用定期券を補助する。

通園の安全を確保するため、危険箇所を関係者が調査・協議し、通学路
等の安全点検・整備を行う。また、幼稚園通園バスを運行する。

子どもたちの豊かな成長を支え、地域とともにある学校づくりを推進する
ため、学校と地域が連携し学校運営に取り組むことにより、教育活動のよ
り一層の充実を図る。

教育の質の向上及び教職員の業務負担軽減のため、授業や校務にお
けるICT活用を促進し、小中学校の学習環境の充実を図る。

教育総務

学校教育アドバイザーを配置し、基礎学力向上推進会議等を通して学
力の向上はもとより、心身の健全な発達が図られるよう助言・指導を行う。

国際理解・文化交流事業 教育総務

英語活動を支援し、グローバル社会に対応できる人材を育成するため、
英語指導助手（ALT）を派遣し、児童生徒の国際理解を深める。

小中学校情報教育機器整備
事業

教育総務

通学安全対策事業（小学校・
中学校通学事業）

教育総務

Ⅰ－１小計

通園安全対策事業（幼稚園
児送迎バス運行）

子ども支援

放課後子ども教室推進事業
社会文化

放課後や週末等における地域の子どもたちの安全・安心な活動拠点（居
場所）を確保するとともに、学校・家庭・地域の連携により、世代間交流に
よる地域コミュニティの充実を図る。

　　施策名

事業概要

成果指標 指標の現状
事務事業名 担当部署

　　②地域との連携

 ●重点的に進めること 

  「子どもの居場所づくり事業」 

 ●重点的に進めること 

  「コミュニティスクール事業」 

  「郷土学習副読本活用事業」 

 ●重点的に進めること 

  「小中学校情報教育機器整備事業」 
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国庫 県 その他 国庫 県 その他 国庫 県 その他

支出金 支出金 特定財源 支出金 支出金 特定財源 支出金 支出金 特定財源

28,967 0 0 0 23,100 5,867 28,142 0 0 0 22,500 5,642 26,720 0 0 0 21,300 5,420

30,778 0 0 28,000 0 2,778 30,778 0 0 28,000 0 2,778 30,778 0 0 28,000 0 2,778

2,004 0 2,004 0 0 0 2,004 668 668 0 0 668 2,004 668 668 0 0 668

284 0 0 0 0 284 284 0 0 0 0 284 284 0 0 0 0 284

1,970 0 0 0 0 1,970 1,970 0 0 0 0 1,970 1,970 0 0 0 0 1,970

11,573 0 0 0 0 11,573 12,488 0 0 0 0 12,488 15,406 0 0 0 0 15,406

297,162 72,197 72,425 28,000 28,492 96,048 297,252 72,865 71,089 28,000 27,892 97,406 299,748 72,865 71,089 28,000 26,692 101,102

第1年次（令和2年度）

地方債

財源内訳

事業費

財源内訳

一般財源 地方債 一般財源

（単位：千円）

第2年次（令和3年度）

事業費

財源内訳

【事業内容】
・学校運営協議会の設置
・協議会委員の任命
・協議会の適正運営

【事業内容】
・ALT派遣による教職員の指導力の向上及
び児童生徒の英語力の向上

【事業内容】
・南っ子クラブの坂下南小への移動
・わんぱくクラブとの連携強化

【事業内容】
・放課後子ども教室の継続実施

事業費

【事業内容】
・導入自治体の調査研究
・学校や地域に対する制度の周知
・学校運営協議会規則の制定

【目標値】
　2人

【事業内容】
・バス通学に係る定期券の発行
・通学路合同点検の実施

【事業内容】
・幼稚園児送迎バスの安全な運行

【目標値】
　100人

【事業内容】
・タブレット端末等の整備（小中学校）
・小中学校教職員PC、中学校PC室PCの
更新

【事業内容】
・タブレット端末等の整備（小中学校）
・授業支援ライセンスの更新（小学校）

【事業内容】
・校内LAN、電源キャビネットの整備（小中
学校）
・授業支援ライセンスの更新（中学校）

地方債

第3年次（令和4年度）

一般財源

【目標値】
　全国平均を上回る

【事業内容】
・学力向上のための研修
・保幼小中連携のための指導
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Ⅰ 自ら学び、学び合う「ひとづくり」

第2節 生涯学習・スポーツの推進

【成果指標】
　出前講座の町民ボランティア講師数

【指標の現状】
　19人

【成果指標】
　体育協会及びスポーツ少年団の加盟人数

【指標の現状】
　1,389人

【成果指標】
　バンビィの会員数

【指標の現状】
　666人

【成果指標】
　企画展等の来館者数（参加者数）

【指標の現状】
　700人

【成果指標】
　図書ボランティアの人数

【指標の現状】
　18人

　　③文化・芸術活動の振興

事業概要

成果指標 指標の現状

　　施策名

事務事業名 担当部署

本に親しむ町民をつくる事業
社会文化

五浪美術記念館活用事業 社会文化

美術・文化の拠点として町民ギャラリーとして貸し出す等、住民に開放さ
れた施設として運営し、町民の文化、芸術活動の振興を図る。企画展や
バンビィ展を開催する。

ブックスタート促進事業 社会文化

親子が絵本の読み聞かせを通じ、言葉と心を通わせ楽しい時間をつくる
ことを支援する。10ヵ月健診時に読み聞かせを実施するボランティアを養
成する。

町民が本に親しむ環境を整備する。図書検索システムを活用した図書情
報の発信、図書室の利用時間延長、学校図書の貸し出し等について検
討する。

　　①生涯学習の推進

生涯学習推進事業

社会文化

生涯学習計画の推進により、誰もがどこでも学べる体制整備を目指す。
また、人材発掘・育成等を実施し、ボランティア講師数を増やすことによ
り、各種事業等での人材活用を図る等、生涯学習社会の実現を目指す。

町民の健康増進のため、生涯スポーツの振興普及を図り、健康で明るい
社会を実現する。体育協会、NPO法人等各種団体と連携し、スポーツイ
ベント等を開催する。

スポーツ振興事業
社会文化

総合型地域スポーツクラブ支
援事業

社会文化

市町村対抗スポーツイベントに係る支援をNPO法人へ委託するとともに、
自主事業の充実により町民の健康づくりの推進を図る。

Ⅰ－２小計

　　②スポーツの振興

 ●重点的に進めること 

  「生涯学習推進事業」 

  「芸術作品等の発表の場の創出」 

 ●重点的に進めること 

  「スポーツ振興事業」 

 ●重点的に進めること 

  「本に親しむ町民をつくる事業」 
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国庫 県 その他 国庫 県 その他 国庫 県 その他

支出金 支出金 特定財源 支出金 支出金 特定財源 支出金 支出金 特定財源

700 0 0 0 0 700 700 0 0 0 0 700 700 0 0 0 0 700

1,814 0 0 0 0 1,814 1,814 0 0 0 0 1,814 1,814 0 0 0 0 1,814

9,056 0 0 0 0 9,056 9,056 0 0 0 0 9,056 9,056 0 0 0 0 9,056

1,493 0 0 0 1 1,492 1,493 0 0 0 1 1,492 1,493 0 0 0 1 1,492

59 0 0 0 0 59 59 0 0 0 0 59 59 0 0 0 0 59

1,384 0 0 0 0 1,384 1,291 0 0 0 0 1,291 1,291 0 0 0 0 1,291

14,506 0 0 0 1 14,505 14,413 0 0 0 1 14,412 14,413 0 0 0 1 14,412

地方債

事業費

財源内訳

事業費

財源内訳

一般財源

第3年次（令和4年度）

（単位：千円）

第1年次（令和2年度） 第2年次（令和3年度）

地方債 一般財源

事業費

財源内訳

一般財源

　1,500人

【事業内容】
・ボランティアによる健診時の絵本の読み
聞かせ

【目標値】
　680人

【事業内容】
・市町村対抗イベント参加に係る支援体制
の充実

　690人 　700人

　730人

【事業内容】
・文化、芸術作品発表の機会の創出

【事業内容】
・人材を活用した各種イベントの実施
・生涯学習推進に係る啓発活動

地方債

【目標値】
　18人

　19人 　20人

【目標値】
　1,400人

　1,450人

【事業内容】
・体育協会及びスポーツ少年団のPR活動
・ニュースポーツの推進に係るサークル立
ち上げの支援

【事業内容】
・図書室及び小中学校図書の登録
・バーコード化による蔵書管理、情報提供
・ナイトライブラリーの実施

【目標値】
　710人

　720人

【目標値】
　19人

　20人 　25人
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Ⅰ 自ら学び、学び合う「ひとづくり」

第3節 歴史・文化の伝承

【成果指標】
　展示室入館者数

【指標の現状】
　1,000人

　　②文化財の保存と活用

　　施策名

文化財調査・鑑定の実施、遺跡パトロール、指定文化財の管理・計画的
な修繕等を行い、次世代へのこす。恵隆寺二十八部衆修繕、町指定勝
方薬師堂回廊修繕、標柱及び説明板の修繕を行う。

※令和3年度については旧五十嵐家住宅屋根葺き替え修繕を行う。

成果指標 指標の現状
担当部署

　　①地域を学ぶ活動の推進

学校給食センター運営事業
給食センター

町史編さん事業

事務事業名
事業概要

指定文化財保存調査事業 社会文化

埋蔵文化財センター活用事
業

社会文化

埋蔵文化財センター（令和元年5月開所）において、展示スペースでの
常設展及び企画展の実施や、文化財の整理・展示等を行い、文化財を
保存・継承していく。

季節に応じた旬の地元食材及び伝統野菜を学校給食に使用し、郷土料
理を献立に取り入れ、食材を通して地域を学び地域を愛すること、食する
ことへの感謝の心を育む。

社会文化

文化財調査・活用事業 社会文化

・町史編さんの基礎資料として、各種資料の調査、収集、整理を行う。

※令和2年度は町史「原始　古代Ⅰ」の報告書原稿依頼を行う。

高寺山遺跡や「高寺伝承」にゆかりのある社寺、仏像を調査し情報発信
することにより、地域活性化のきっかけとする。また、町内寺院の全ての
仏像を調査するとともに、未指定仏像に係る早急な調査を実施する。

 ●重点的に進めること 

  「学校給食センター運営事業」 

 ●重点的に進めること 

  「埋蔵文化財センター活用事業」 
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国庫 県 その他 国庫 県 その他 国庫 県 その他

支出金 支出金 特定財源 支出金 支出金 特定財源 支出金 支出金 特定財源

185,239 0 0 0 117,027 68,212 185,239 0 0 0 117,027 68,212 185,239 0 0 0 117,027 68,212

480 0 0 0 0 480 480 0 0 0 0 480 480 0 0 0 0 480

1,172 729 0 0 0 443 1,785 1,160 0 0 0 625 2,659 1,728 0 0 0 931

3,220 0 0 0 0 3,220 42,549 20,000 0 0 0 22,549 2,549 0 0 0 0 2,549

912 299 0 0 0 613 2,398 599 0 0 0 1,799 2,398 599 0 0 0 1,799

第1年次（令和2年度）

事業費

財源内訳

事業費

財源内訳

一般財源地方債

【目標値】
　1,000人

　1,100人 　1,200人

【事業内容】
・常設展及び企画展の実施
・小学生向けの体験型事業の検討等

【事業内容】
・常設展及び企画展の実施
・小学生向けの体験型事業の実施

第2年次（令和3年度） 第3年次（令和4年度）

一般財源 地方債 地方債 一般財源

財源内訳

（単位：千円）

【事業内容】
・地元食材及び伝統野菜を用いた給食の
提供
・栄養教諭による食育授業、給食指導の実
施

事業費

【事業内容】
・恵隆寺二十八部衆の修繕（1体）
・町指定勝方薬師堂回廊の修繕
・旧五十嵐家住宅屋根の葺き替え準備
・標柱及び説明板の修繕

【事業内容】
・報告書作成計画の検討
・報告書原稿の作成依頼

【事業内容】
・シンポジウムの開催
・報告書の作成

【事業内容】
・ボランティアの募集、養成
・調査結果取りまとめの実施

【事業内容】
・調査計画の策定
・ボランティアの募集、養成

【事業内容】
・恵隆寺二十八部衆の修繕（1～３体）
・標柱及び説明板の修繕

【事業内容】
・恵隆寺二十八部衆の修繕（1～３体）
・旧五十嵐家住宅屋根の葺き替え修繕
・標柱及び説明板の修繕
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Ⅰ 自ら学び、学び合う「ひとづくり」

第3節 歴史・文化の伝承

【成果指標】
　地域の方との現地確認

【指標の現状】
　2回

【成果指標】
　進捗率

【指標の現状】
　30％

成果指標 指標の現状

　　③史跡・遺跡の保存と活用

担当部署
事業概要

　　施策名

Ⅰ合計

社会文化

文化庁選定「歴史の道百選」に選ばれた、旧越後街道束松峠を地元住
民との連携を図りながら、維持管理、束松峠周辺の植物保護を実施す
る。

Ⅰ－３小計

遺跡の発掘調査及び保護・保存を実施する。

陣が峯城跡・亀ヶ森古墳等保
存整備事業

社会文化

国指定史跡亀ヶ森・鎮守森古墳を史跡公園とするため、地域住民と連携
しながら整備を進める。また、史跡陣が峯城跡について保存管理計画を
作成し、整備を進める。

歴史の道維持・管理事業

事務事業名

遺跡発掘調査事業 社会文化
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国庫 県 その他 国庫 県 その他 国庫 県 その他

支出金 支出金 特定財源 支出金 支出金 特定財源 支出金 支出金 特定財源

2,889 1,033 0 0 0 1,856 3,926 598 0 0 0 3,328 4,256 818 0 0 0 3,438

354 0 0 0 0 354 354 0 0 0 0 354 354 0 0 0 0 354

100 0 0 0 0 100 100 0 0 0 0 100 100 0 0 0 0 100

194,366 2,061 0 0 117,027 75,278 236,831 22,357 0 0 117,027 97,447 198,035 3,145 0 0 117,027 77,863

506,034 74,258 72,425 28,000 145,520 185,831 548,496 95,222 71,089 28,000 144,920 209,265 512,196 76,010 71,089 28,000 143,720 193,377

事業費

財源内訳

事業費

財源内訳

事業費

地方債 一般財源 地方債 一般財源

（単位：千円）

第1年次（令和2年度） 第2年次（令和3年度） 第3年次（令和4年度）

【目標値】
　30％

【事業内容】
・文化財の保存及び活用方法の検討
・補助活用による整備の検討

【事業内容】
・文化財の保存及び活用方法の検討
・補助活用による整備の検討

【事業内容】
・文化財の保存及び活用方法の検討
・補助活用による整備の検討
・陣が峯城跡保存管理計画策定準備

【目標値】
　2回

財源内訳

【事業内容】
・地域の団体への維持管理委託

地方債 一般財源

【事業内容】
・高寺山遺跡報告書作成
・遺跡試掘調査

【事業内容】
・境ノ沢報告書作成
・高寺山遺跡資料整理
・遺跡試掘調査

【事業内容】
・下川原、竈原の遺跡報告書作成
・境ノ沢の整理作業
・遺跡試掘調査
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Ⅱ 安全・健康で、快適な「くらしづくり」

第1節 健康づくり

【成果指標】
　健康ポイント事業参加者数

【指標の現状】
　40人

【成果指標】
　健康管理センター利用者数

【指標の現状】
　11,000人

【成果指標】
　乳幼児健診受診率（3歳6か月児）

【指標の現状】
　100％

【成果指標】
　予防接種の接種率（麻疹・風疹1期・2期の接種率）

【指標の現状】
　70％

【成果指標】
　特定健康診査の受診率

【指標の現状】
　45％

【成果指標】
　5つのがん検診の平均受診率

【指標の現状】
　7.6％

事務事業名 担当部署

　　施策名

事業概要

成果指標 指標の現状

健康診査事業（がん検診） 福祉健康

がんの早期発見・早期治療に結びつけるため、がん検診（胃がん、肺が
ん、大腸がん、子宮頸がん、乳がん）を実施するとともに、受診率向上の
ため特に若年層を対象に受診勧奨を行う。

　　①健康づくりの推進

健康増進事業

福祉健康

健康増進法に基づく効果的な健康づくりの推進のため、たばこ対策や健
康ポイント事業を実施し、住民自らが健康に対する意識を高め、維持・増
進することにより、医療費の削減や健康寿命の延伸につなげる。

予防接種事業 福祉健康

定期予防接種に対して助成を行い、接種率の向上により、疾病予防につ
なげる。また、各医師会との委託契約により、予防接種を受けやすい環
境をつくる。

健康診査事業

健康づくり啓発事業
福祉健康

健康管理センター活用事業 保険年金

町民の健康維持及び健康増進のため、施設の利用促進と適正な施設管
理・整備を行い、健康診査や特定保健指導の実施、健康づくり教室の開
催等を通じ、多くの町民の健康に対する意識の向上を図る。

妊婦・乳幼児健康診査事業 福祉健康

・妊産婦の健康管理の充実と経済的負担の軽減を図り、安心して妊娠・
出産できる環境をつくる。
・乳幼児健康診査を、疾病や障がい、不適切な養育環境、虐待等の早
期発見と適切な支援に結び付ける。

　　②疾病予防・健康診査の充実

地区の保健推進員や食生活改善推進員等による健康づくり啓発活動
を、地区・集落で開催されるサロン活動の中で実施し、町民の健康意識
の向上を図る。

保険年金

町民の健康維持のため、健康診査の受診を促進し、健康管理の徹底を
図る。特定健康診査・特定保健指導の受診率向上と要精検及び要医療
者に対し、相談・指導を行う。

 ●重点的に進めること 

  「たばこ対策事業」 

  「健康ポイント事業」 

 ●重点的に進めること 

  「健康づくり推進事業」 
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国庫 県 その他 国庫 県 その他 国庫 県 その他

支出金 支出金 特定財源 支出金 支出金 特定財源 支出金 支出金 特定財源

1,085 0 643 0 0 442 1,085 0 643 0 0 442 1,085 0 643 0 0 442

556 0 0 0 0 556 556 0 0 0 0 556 556 0 0 0 0 556

3,639 0 0 0 1,072 2,567 3,639 0 0 0 1,072 2,567 3,639 0 0 0 1,072 2,567

14,310 228 0 0 0 14,082 14,310 228 0 0 0 14,082 14,310 228 0 0 0 14,082

41,317 0 1,175 0 0 40,142 41,317 0 1,175 0 0 40,142 41,317 0 1,175 0 0 40,142

22,664 0 4,800 0 17,864 0 23,164 0 4,800 0 18,364 0 23,664 0 4,800 0 18,864 0

23,288 0 506 0 0 22,782 23,288 0 506 0 0 22,782 23,288 0 506 0 0 22,782

（単位：千円）

地方債 一般財源

第3年次（令和4年度）

事業費

財源内訳

事業費

財源内訳

事業費

財源内訳

【目標値】
　11％

【目標値】
　11,000人

【事業内容】
・健康診査、特定保健指導の実施
・保健指導、健康教育・相談の実施
・健康づくり教室の開催

【目標値】
　49％

　52％ 　55％

【事業内容】
・健康診査の実施
・受診率向上に向けた取り組み

地方債 一般財源 地方債 一般財源

第1年次（令和2年度） 第2年次（令和3年度）

【事業内容】
・保健推進員研修会の実施
・地区サロン開催による健康意識の向上

【目標値】
　200人

【事業内容】
・健康ポイント事業による健康づくり事業の
周知
・たばこ予防事業による普及啓発活動

　300人 　400人

　12％ 　13％

【事業内容】
・がん検診の実施
・若年層に対する受診勧奨

【目標値】
　100％

【事業内容】
・乳幼児健診、妊婦一般健診等の実施

【目標値】
　80％

　85％ 　90％

【事業内容】
・予防接種に対する助成
・ロタウイルス定期接種体制準備
・風疹追加的対策対象者への通知

【事業内容】
・予防接種に対する助成
・風疹追加的対策対象者への通知　等

【事業内容】
・予防接種に対する助成
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Ⅱ 安全・健康で、快適な「くらしづくり」

第1節 健康づくり

【成果指標】
　うつくしま健康応援店登録店舗数

【指標の現状】
　9件

【成果指標】
　介護職員初任者研修受講就労補助及び
　　実務者研修受講就労補助制度利用者数

【指標の現状】
　2人

　　施策名

事務事業名 担当部署
事業概要

成果指標 指標の現状

　　③食育の推進

・食育推進計画に基づき、家庭、学校、地域及び庁内各部署が連携し
て、子どもから高齢者まで食に関する知識を身につけ、健康的な食生活
の実践に取り組む。
・食育活動を地区や集落で開催されるサロン活動の中で実施する。

医療機関・救急医療充実事
業

福祉健康

　　④介護・医療体制の強化

介護・生活支援の担い手育成
事業

保険年金

介護に携わる町民のキャリアアップ支援により人材育成を図るとともに、
介護サービス事業所における雇用確保を図り、定住・介護人材の確保を
図る。介護職員初任者研修受講就労補助金交付要綱により、介護資格
取得を支援する。

Ⅱ－１小計

食育推進事業
福祉健康

坂下厚生総合病院新築移
転・除却支援事業

財務管理

当番医・救急医療の体制整備について、町内医療機関と連携するととも
に、救急医療等体制支援事業補助金として、坂下厚生総合病院の支援
を行う。

坂下厚生総合病院の新築移転費用の一部を、坂下厚生総合病院運営
委員会参加している６市町村で負担する。除却費用については、国・県・
町が一定割合を負担する。

 ●重点的に進めること 

  「食育推進事業」 
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国庫 県 その他 国庫 県 その他 国庫 県 その他

支出金 支出金 特定財源 支出金 支出金 特定財源 支出金 支出金 特定財源

115 0 30 0 0 85 780 0 30 0 0 750 115 0 30 0 0 85

60,136 0 0 0 10,816 49,320 60,136 0 0 0 10,816 49,320 60,136 0 0 0 10,816 49,320

58,677 0 0 0 0 58,677

500 0 500 0 0 0 500 0 500 0 0 0 500 0 500 0 0 0

167,610 228 7,654 0 29,752 129,976 168,775 228 7,654 0 30,252 130,641 227,287 228 7,654 0 30,752 188,653

事業費

地方債 一般財源

第3年次（令和4年度）

事業費

財源内訳

第1年次（令和2年度）

地方債 一般財源 地方債 一般財源

第2年次（令和3年度）

財源内訳

【目標値】
　12件

　14件 　16件

【事業内容】
・適正な食習慣についての啓発活動
・関係機関と連携した食育活動の推進
・栄養調査結果の分析、研究

【事業内容】
・適正な食習慣についての啓発活動
・関係機関と連携した食育活動の推進
・食習慣調査の実施

【事業内容】
・適正な食習慣についての啓発活動
・関係機関と連携した食育活動の推進
・食育推進計画の策定

（単位：千円）

【事業内容】
・令和3年10月に移転後の開院予定
・開院後、速やかに除却時期の決定
・建設支援負担金への過疎債充当が可能
な場合、令和3年度から開始する

事業費

財源内訳

【事業内容】
・休日及び夜間の医療機会の確保
・救急医療に関する啓蒙活動の実施

【目標値】
　6人

　（県補助継続の場合は、事業継続）

【事業内容】
・研修受講者への研修費用一部助成

【事業内容】
・研修受講者への研修費用一部助成
（県補助継続の場合は、事業を継続する）

【事業内容】
・建設支援負担金の負担開始、除却費用
の負担

【事業内容】
・建設支援負担金の協議、決定
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Ⅱ 安全・健康で、快適な「くらしづくり」

第2節 福祉の充実

【成果指標】
　自立支援型地域ケア会議におけるケアプラン検討
率

【指標の現状】
　63.3％

【成果指標】
　ふれあいいきいきサロン事業の開催地区数

【指標の現状】
　3地区

【成果指標】
　認知症カフェ運営に携わる高齢者ボランティア数

【指標の現状】
　2人

　　施策名

事業概要

成果指標 指標の現状
事務事業名

介護予防・生活支援サービス
事業

保険年金

・高齢者が住み慣れた地域で自分らしく暮らせるよう、住まい、医療、介
護予防、生活支援を切れ目なく一体的に提供する。
・多様なサービスの担い手として、高齢者の社会参加を促し介護予防に
つなげる。

保険年金

加齢に伴って生じる心身の変化による疾病等により介護を要する状態に
なった高齢者に、能力に応じた自立した日常生活を営むことができるよ
う、必要な保健・医療サービス及び福祉サービスを提供する。

介護予防・地域での支え合い
事業

保険年金

介護保険制度の要支援及び非該当の高齢者に対する町独自の在宅福
祉サービスや、介護予防事業等を総合的に実施する。

担当部署

ごみを集積所まで運ぶことが困難な一人暮らしの高齢者世帯へ訪問し、
ごみの回収を行うとともに、安否確認や生活相談を実施する。

　　①高齢者福祉の充実

一人暮らし高齢者生活支援
事業

戸籍環境

介護保険給付事業

 ●重点的に進めること 

  「一人暮らし高齢者生活支援事業」 

 ●重点的に進めること 

  「介護予防・地域での支え合い事業」 

  「福祉ボランティア充実事業」 
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国庫 県 その他 国庫 県 その他 国庫 県 その他

支出金 支出金 特定財源 支出金 支出金 特定財源 支出金 支出金 特定財源

1,787 0 1,277 0 0 510 1,787 0 0 0 0 1,787 1,787 0 0 0 0 1,787

247,708 0 0 0 0 247,708 255,139 0 0 0 0 255,139 262,793 0 0 0 0 262,793

6,616 0 0 0 0 6,616 6,616 0 0 0 0 6,616 6,616 0 0 0 0 6,616

5,086 0 0 0 0 5,086 5,086 0 0 0 0 5,086 5,086 0 0 0 0 5,086

第3年次（令和4年度）

事業費

財源内訳

事業費

財源内訳

事業費

第2年次（令和3年度）

【事業内容】
・一人暮らし高齢者世帯のごみ回収、安否
確認
・地域における支え合いやボランティアに
ついての調査検討

第1年次（令和2年度）

【事業内容】
・一人暮らし高齢者世帯のごみ回収、安否
確認

　100％

地方債

【事業内容】
・高齢福祉事業
・地域支え合い関連事業
・通いの場（サロン）関連事業

　6人

地方債 一般財源

【目標値】
　4人

　5人

【目標値】
　4地区

　5地区 　6地区

【事業内容】
・介護予防・生活支援サービス事業
・介護予防マネジメント事業
・一般介護予防事業

【事業内容】
・介護保険法に基づく給付事業の継続
・第8期介護保険事業計画の策定

【目標値】
　93.3％

【事業内容】
・介護保険法に基づく給付事業の継続

財源内訳

一般財源 地方債 一般財源

（単位：千円）

29



Ⅱ 安全・健康で、快適な「くらしづくり」

第2節 福祉の充実

【成果指標】
　会員登録数

【指標の現状】
　184人

【成果指標】
　認知症サポーター養成講座受講者数

【指標の現状】
　200人

事務事業名 担当部署
事業概要

成果指標 指標の現状

　　②障がい者福祉の充実

包括的支援事業・任意事業 保険年金

高齢者世帯及び認知症高齢者が住み慣れた地域で暮らし続けることが
できるようにするため、地域包括ケアシステムの構築を図る。

Ⅱ－２小計

地域生活支援拠点等の整備
福祉健康

　　③社会福祉の充実

地域生活支援事業 福祉健康

　　施策名

シルバー人材センター活用
事業

福祉健康

健康で働きたい意欲のある高齢者に対し、経験・能力を活かす就業の場
の提供により、社会参加を促進し、生きがいを醸成することで、活力ある
地域社会づくりを進める。

障がい者の安心・充実した地域生活を支援するため、日常生活用具給
付等の必要なサービスを提供するとともに、専門的な知識のある指定事
業者への委託による相談支援を行う。

障がい者の重度化・高齢化や「親亡き後」を見据え、様々なケースに対
応するため、居宅支援を地域の実情に応じて整備し、障がい者の生活を
地域全体で支えるサービス提供体制を構築する。

 ●重点的に進めること 

  「地域生活支援拠点等の整備」 
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国庫 県 その他 国庫 県 その他 国庫 県 その他

支出金 支出金 特定財源 支出金 支出金 特定財源 支出金 支出金 特定財源

15,902 4,665 2,332 0 0 8,905 15,902 4,665 2,332 0 0 8,905 15,902 4,665 2,332 0 0 8,905

1,000 0 0 0 0 1,000 1,000 0 0 0 0 1,000

2,788 0 0 0 0 2,788 2,788 0 0 0 0 2,788 2,788 0 0 0 0 2,788

6,221 0 0 0 0 6,221 6,221 0 0 0 0 6,221 6,221 0 0 0 0 6,221

286,108 4,665 3,609 0 0 277,834 294,539 4,665 2,332 0 0 287,542 302,193 4,665 2,332 0 0 295,196

【事業内容】
・在宅医療介護連携推進事業
・生活支援体制整備事業

地方債 一般財源

財源内訳

一般財源 地方債 一般財源

【事業内容】
・地域の体制づくり整備に関する協議検討

第1年次（令和2年度）

事業費

財源内訳

事業費

（単位：千円）

地方債

第2年次（令和3年度） 第3年次（令和4年度）

財源内訳

事業費

　192人 　196人

　220人
【目標値】
　200人

　210人

【事業内容】
・機能の整備の継続実施

【目標値】
　188人

【事業内容】
・シルバー人材センターへの補助金交付
・高齢者の社会参加の場の創出

【事業内容】
・相談支援事業の実施
・障がい者の地域生活支援や就労支援
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Ⅱ 安全・健康で、快適な「くらしづくり」

第3節 安全・安心な環境づくり

【成果指標】
　①木造住宅の耐震診断件数
　②改修件数

【指標の現状】
　①0件
　②0件

自主防災組織の育成
危機管理

消防施設整備事業 危機管理

防災計画改訂事業 危機管理

木造住宅等安全対策促進事
業

都市土木

地震による建築物の倒壊等の被害から町民の生命及び財産を保護する
ため、建築物の耐震改修の促進のための措置を講ずることにより建築物
の地震に対する安全性の確保・向上を図り、震災に強いまちづくりを推
進する。

※昭和56年以前の木造住宅において、住宅の所有者が行う耐震診断及
び耐震改修に要する費用に対し補助を行う。

　　①防災体制の強化

　　施策名

事業概要

都市土木
大規模盛土造成地滑動崩落
防止事業

事務事業名 担当部署

老朽化・緊急性を勘案し、小型動力ポンプ、ポンプ車等の更新につい
て、計画に基づき整備を行う。また、火の見櫓の撤去については、危険
性等を考慮し対応する。

・町消防団の育成強化や団員の確保に努めるとともに、被災時の安全対
策等防災に対する住民活動の体制と支援の仕組みづくり、住民意識の
高揚を図る。
・機動性確保のため、班域の見直しや地域の自主防災体制強化を図る。

災害の教訓を踏まえ、県防災計画の改訂、磐梯山火山防災地域の指定
があったことから、地域防災計画、水防計画及び防災マップを改訂する。
また、大規模災害を未然に防ぐため、防災減災に資する町国土強靭化
地域計画を策定する。

災害による被害を未然に防ぐため、既存の造成宅地について大規模盛
土造成地の有無、安全性の確認（変動予測調査）、危険性の高い箇所
に対する滑動崩落防止工事等の予防対策を行う。

成果指標 指標の現状

 ●重点的に進めること 

  「自主防災組織の育成」 
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国庫 県 その他 国庫 県 その他 国庫 県 その他

支出金 支出金 特定財源 支出金 支出金 特定財源 支出金 支出金 特定財源

51,632 0 0 0 0 51,632 51,285 0 0 0 0 51,285 51,632 0 0 0 0 51,632

5,480 0 0 0 0 5,480 2,500 0 0 0 0 2,500

200 78 39 0 0 83 1,200 308 469 0 0 423 1,200 308 469 0 0 423

1,347 673 0 0 0 674

【事業内容】
・造成年代等調査を行うための計画作成

【事業内容】
・班域見直しに係る具体案の作成
・各自治会等への周知
・条例等の改正事務

【事業内容】
・班域見直しによる体制開始

【事業内容】
・班域見直しに係る検証

一般財源

第2年次（令和3年度） 第3年次（令和4年度）第1年次（令和2年度）

【事業内容】
・現在の施設、設備を修繕しながら利用

地方債 一般財源

【事業内容】
・町国土強靭化地域計画策定業務委託の
発注

【事業内容】
・町防災マップの改訂

【事業内容】
・滑動崩落防止事業の実施
（令和2年度調査結果により必要があれば
実施）

　①1件
　②1件

事業費

財源内訳

事業費

財源内訳

事業費

財源内訳

（単位：千円）

地方債 地方債 一般財源

【事業内容】
・地域防災計画及び水防計画の改訂
・避難行動要支援者台帳の更新

【目標値】
　①1件
　②0件

【事業内容】
・木造住宅耐震診断の実施

【事業内容】
・木造住宅耐震診断、改修の実施
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Ⅱ 安全・健康で、快適な「くらしづくり」

第3節 安全・安心な環境づくり

【成果指標】
　子ども（中学生以下）の交通事故件数

【指標の現状】
　2件

【成果指標】
　高齢運転者（65歳以上）の交通事故件数

【指標の現状】
　10件

【成果指標】
　食品検査の検体数

【指標の現状】
　486件

【成果指標】
　町広報やチラシの配布など広報活動の回数

【指標の現状】
　1回

【成果指標】
　空き家等解消件数
　　（除却、滅失、売買、賃貸、適正管理等）

【指標の現状】
　63件（累計）

消費者行政活性化事業 商工観光

悪徳商法などのトラブルに巻き込まれないよう、広報活動を行うとともに、
初期対応や専門相談窓口の案内を行う。

空き家対策事業
都市土木

空き家条例による空き家対策に取り組み、管理不全空家への助言や指
導を行い、適正管理や取り壊しにより空き家周囲の環境悪化を防ぐ。

Ⅱ－３小計

担当部署
事業概要

戸籍環境

自家消費農産物や土壌等の検査を行い、食品並びに生活環境の安全・
安心の確保を図る。

成果指標 指標の現状

　　②交通安全対策の充実

事務事業名

食品等放射性物質検査事業

安全標識等設置事業 危機管理

街頭指導事業 危機管理

交通安全意識の啓蒙を図るため、交通教育専門員等による登校時の交
通安全指導、こども見守り隊活動への支援等を行い、地域をあげて子供
たちの安全確保を図る。

　　施策名

高齢者運転免許証返納事業 危機管理

高齢者の事故抑止のため、交通事故撲滅活動の一環として、自主返納
者に対する県タクシー協会における料金割引に関するPR活動や、「生活
路線バス維持対策事業」と連携した高齢者へのバス券補助等を実施す
る。

　　③生活の安全・安心

交通事故防止を図るため、危険箇所の案内板、カーブミラーの設置及び
適正な維持管理を行う。

 ●重点的に進めること 

  「空き家対策事業」 
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国庫 県 その他 国庫 県 その他 国庫 県 その他

支出金 支出金 特定財源 支出金 支出金 特定財源 支出金 支出金 特定財源

241 0 0 0 0 241 241 0 0 0 0 241 241 0 0 0 0 241

1,301 0 0 0 0 1,301 1,301 0 0 0 0 1,301 1,301 0 0 0 0 1,301

877 0 0 0 0 877 877 0 0 0 0 877 877 0 0 0 0 877

75 0 0 0 0 75 75 0 0 0 0 75 75 0 0 0 0 75

258 0 0 0 203 55 258 0 0 0 203 55 258 0 0 0 203 55

55,931 751 39 0 203 54,938 60,717 308 469 0 203 59,737 58,084 308 469 0 203 57,104

地方債 一般財源

事業費

一般財源

第1年次（令和2年度）

事業費

財源内訳

【事業内容】
・運転経歴証明書の提示による割引等の
周知
・高齢者交通安全教室の開催

【事業内容】
・放射性物質検査の実施

地方債 一般財源

【目標値】
　0件

第2年次（令和3年度） 第3年次（令和4年度）

財源内訳

【事業内容】
・カーブミラーの修繕に重点を置き実施

【事業内容】
・各関係機関との連携した交通安全の促進

【目標値】
　0件

【目標値】
　68件

　73件 　78件

【事業内容】
・空き家（空き地）実態把握
・適正管理のための指導等

【目標値】
　4回

【事業内容】
・町広報やチラシの配布による啓発活動

【目標値】
　388件

　312件 　250件

（単位：千円）

事業費

財源内訳

地方債
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Ⅱ 安全・健康で、快適な「くらしづくり」

第4節 循環型社会の形成

【成果指標】
　①ごみの総排出量
　②リサイクル率

【指標の現状】
　①3,737t
　②20.9％

【成果指標】
　生ごみリサイクルでできた堆肥回収量
　　（または生ごみの回収量）

【指標の現状】
　0kg

【成果指標】
　不法投棄の件数

【指標の現状】
　10件

【成果指標】
　①報奨金の件数
　②資源回収量

【指標の現状】
　①60件
　②280,000kg

第２次ごみ処理基本計画により、行政・住民・事業者それぞれが一体と
なった適正処理が必要であるため、新たなリサイクルの導入と事業者の
分別収集を徹底することで、更なる減量化に取り組む。

　　①ゴミ減量化・リサイクルの推進

廃棄物再資源化事業
戸籍環境

第２次ごみ処理基本計画に基づき、廃棄物の減量化及びリサイクル率の
向上を図るため、廃棄物減量化推進事業と連携を図りながら生ごみリサ
イクルの仕組み構築に向けて取り組む。

事務事業名 担当部署

　　②環境美化の推進

　　③エコ活動の推進

ごみ収集カレンダー、分別早見表の作成・配布を行い、可燃ごみ、不燃
ごみ、資源ごみ等の収集を実施する。また、小型家電等、各種リサイクル
に取り組むとともに、ごみ収集ルートや集積情報を確認し、処理収集に
ついて見直しを検討する。

　　施策名

不法投棄防止事業
戸籍環境

・地区における環境美化活動の一環として、不法投棄監視パトロール等
を環境美化推進員が中心となって実施する。
・パトロールにより発見した不法廃棄物の回収、分別、処分を行う。

民間事業者が整備する太陽光発電設備について、町有施設・町有地の
貸付け等により積極的に推進するとともに、家庭用蓄電池の補助により
導入を促進する等、再生可能エネルギーの利活用促進に取り組む。

廃棄物減量化推進事業
戸籍環境

廃棄物処理収集事業
戸籍環境

事業概要

成果指標 指標の現状

ばんげエコプラン推進事業 戸籍環境

地球環境に配慮した循環型社会の形成のため、教育機関と連携した環
境教育や資源回収の取り組み等を通じて、ごみ減量化やリサイクル・節
電への意識の高揚を図り、環境啓発活動の推進に取り組む。

再生可能エネルギー導入促
進事業

政策企画

Ⅱ－４小計

 ●重点的に進めること 

  「廃棄物減量化推進事業」 

 ●重点的に進めること 

  「廃棄物再資源化事業」 

 ●重点的に進めること 

  「廃棄物処理収集事業」 

 ●重点的に進めること 

  「不法投棄防止活動の推進」 
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国庫 県 その他 国庫 県 その他 国庫 県 その他

支出金 支出金 特定財源 支出金 支出金 特定財源 支出金 支出金 特定財源

77 0 0 0 50 27 77 0 0 0 50 27 77 0 0 0 50 27

50 0 0 0 50 0 100 0 0 0 100 0 200 0 0 0 200 0

51,503 0 0 0 3,420 48,083 51,503 0 0 0 3,420 48,083 51,503 0 0 0 3,420 48,083

155 0 0 0 0 155 155 0 0 0 0 155 155 0 0 0 0 155

3,000 0 0 1,500 0 1,500 3,000 0 0 1,500 0 1,500 3,000 0 0 1,500 0 1,500

54,785 0 0 1,500 3,520 49,765 54,835 0 0 1,500 3,570 49,765 54,935 0 0 1,500 3,670 49,765

第3年次（令和4年度）

事業費

財源内訳

地方債 一般財源 地方債

（単位：千円）

事業費

財源内訳

事業費

財源内訳

地方債 一般財源

第1年次（令和2年度）

【目標値】
　500kg　（1地区/50kg）

　1,000kg　（1地区/50kg） 　2,000kg　（1地区/50kg）

一般財源

【事業内容】
・生ごみリサイクルの検討
・新たな補助の検討

第2年次（令和3年度）

【事業内容】
・収集ルートの調査、検証
・新たなリサイクル事業の導入

【事業内容】
・生ごみリサイクルの検討
・新たな補助の検討（見直し）

　①3,648t
　②21％

　①3,607t
　②21％

　6件 　4件

【事業内容】
・不法投棄防止に係るパトロール等

【目標値】
　①65件
　②285,000kg

　①70件
　②290,000kg

　①75件
　②295,000kg

【事業内容】
・資源回収取り組みに対する報償
・教育機関と連携した再資源化に係る意識
啓蒙

【事業内容】
・集積所マップ作成、ルート・集積情報等
確認により、処理収集の適正化に係る検討

【事業内容】
・太陽光発電設備設置個所の貸付け
・蓄電池補助に係るPR等

【目標値】
　①3,692t
　②20.9％

【事業内容】
・出前講座、環境イベントの開催
・ごみ減量化推進に係る施策の検討

【目標値】
　8件
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Ⅱ 安全・健康で、快適な「くらしづくり」

第5節 生活環境の整備

【成果指標】
　汚水処理普及率

【指標の現状】
　57％

【成果指標】
　汚水処理普及率

【指標の現状】
　57％

【成果指標】
　汚水処理普及率

【指標の現状】
　57％

【成果指標】
　汚水処理普及率

【指標の現状】
　57％

用排水路整備事業 上下水道

農業集落排水整備事業
上下水道

農業用水の水質保全と農村生活環境の改善を図り、活力ある農村社会
の実現を目指す。窪倉・合川・八日沢・津尻・長井処理区の維持管理、
加入促進に努める。

※津尻地区は喜多方市への負担金事業

担当部署

公共下水道事業・農業集落排水事業区域を除いた地域の水洗化率を向
上させるため、公共水域の水質汚濁防止及び水質向上、並びに合併処
理浄化槽設置者に対して補助金を交付し、生活環境の改善と公衆衛生
の向上につなげる。

公共下水道事業（維持管理）
上下水道

きれいな水環境整備を進め快適な生活が送れるよう、公共下水道施設
の適切な維持管理及び生活排水路の整備等を行い、処理水質の向上
を図る。また、施設の適正な維持管理を行うため、管理を業務委託により
維持管理費の抑制を図り、処理水質の確保及び適正な汚泥処分を実施
する。

公共下水道事業（坂下西・
東・中央処理区）

上下水道

快適な生活環境の実現と公共用水域の水質保全のため、管渠を整備す
るとともに、加入促進を図る。

　　施策名

事業概要

成果指標 指標の現状

　　①都市機能の充実

事務事業名

恒常的な通年通水による快適な生活環境の実現と防災保持のため、流
下不良地区の用排水路の改修及び整備を行う。用途地域内の排水路は
会津宮川土地改良区との共用施設であるため、共同して事業を行う。

合併処理浄化槽整備事業
上下水道

 ●重点的に進めること 

  「汚水処理事業」 

 ●重点的に進めること 

  「汚水処理事業」 

 ●重点的に進めること 

  「汚水処理事業」 

 ●重点的に進めること 

  「汚水処理事業」 
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国庫 県 その他 国庫 県 その他 国庫 県 その他

支出金 支出金 特定財源 支出金 支出金 特定財源 支出金 支出金 特定財源

10,895 3,263 3,090 0 0 4,542 10,895 3,263 3,090 0 0 4,542 10,895 3,263 3,090 0 0 4,542

64,609 0 0 0 64,609 0 75,585 0 0 0 75,585 0 75,585 0 0 0 75,585 0

114,927 0 0 0 0 114,927 117,291 0 0 0 0 117,291 122,862 0 0 0 0 122,862

1,300 0 0 0 650 650 1,300 0 0 0 650 650 1,300 0 0 0 650 650

45,759 0 0 0 0 45,759 45,759 0 0 0 0 45,759 45,759 0 0 0 0 45,759

財源内訳

第1年次（令和2年度） 第2年次（令和3年度） 第3年次（令和4年度）

（単位：千円）

地方債 一般財源 地方債 一般財源

【目標値】
　61％

地方債 一般財源

事業費

財源内訳

事業費

財源内訳

事業費

　63％

【事業内容】
・合併処理浄化槽30基の整備

【事業内容】
・現地調査、改良区協議
・用水路改修　抜戸堰用水路
・工事発注

【目標値】
　61％

　63％ 　65％

【事業内容】
・施設等の維持管理
・公営企業会計導入推進

【目標値】
　61％

　63％ 　65％

　65％

【事業内容】
・管渠整備の実施

【目標値】
　61％

　63％ 　65％

【事業内容】
・生活排水路の整備
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Ⅱ 安全・健康で、快適な「くらしづくり」

第5節 生活環境の整備

【成果指標】
　町民プール利用者数

【指標の現状】
　7,440人

【成果指標】
　事業進捗率

【指標の現状】
　60％

役場新庁舎建設事業
庁舎建設準備

事業概要

都市土木

町民の憩いとふれあいの場所としてばんげひがし公園の整備を実施し、
安全安心な利用を促進する。ばんげひがし公園整備事業

都市土木

事務事業名

都市公園整備事業

坂下東第一土地区画整理事
業

担当部署

都市土木

都市計画道路、区画道路及び公園等の公共施設を適正な計画に基づ
き住環境の整備を行い、土地の有効活用を図る。

新庁舎建設については、第六次会津坂下町振興計画後期基本計画期
間内の具現化に向け、引き続き検討を進める。また、財政状況を考慮し
ながら、行政センター建設整備基金へ積立てを行う。

都市公園の施設維持管理及び公園の長寿命化計画に基づき修繕を行
う。また、法令による定期点検業務委託や、職員による日常点検を実施
する。

　　①都市機能の充実

　　施策名

成果指標 指標の現状

 ●重点的に進めること 

  「役場庁舎の建設」 

 ●重点的に進めること 

  「都市公園整備事業」 

 ●重点的に進めること 

  「都市公園整備事業」 
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国庫 県 その他 国庫 県 その他 国庫 県 その他

支出金 支出金 特定財源 支出金 支出金 特定財源 支出金 支出金 特定財源

100 0 0 0 0 100 100 0 0 0 0 100 100 0 0 0 0 100

5,171 0 0 0 0 5,171 5,171 0 0 0 0 5,171 5,171 0 0 0 0 5,171

1,243 0 0 1,243 0 0 3,300 0 0 3,300 0 0

95,122 0 0 0 0 95,122 79,990 0 0 0 0 79,990 70,883 0 0 0 0 70,883

事業費

財源内訳

地方債

【事業内容】
・流水プール濾過器切替弁配管修繕

【事業内容】
・都市公園の施設、設備に係る維持管理
・定期点検業務委託による安全管理

一般財源

第1年次（令和2年度）

【事業内容】
・鶴沼球場バックスクリーン塗装

【事業内容】
・修繕計画により修繕

地方債 一般財源

事業費

一般財源

（単位：千円）

地方債

第2年次（令和3年度） 第3年次（令和4年度）

財源内訳

事業費

財源内訳

【目標値】
　7,500人

【事業内容】
・新庁舎建設に向けた調査研究

【目標値】
　61％

　62％ 　63％

【事業内容】
・家屋移転補償　1戸6棟

【事業内容】
・家屋移転補償　2戸2棟
・都市計画道路築造　坂下羽林線

【事業内容】
・家屋移転補償　3戸3棟
・街区道路築造　9-9号線外
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Ⅱ 安全・健康で、快適な「くらしづくり」

第5節 生活環境の整備

【成果指標】
　国土調査の進捗率

【指標の現状】
　62％

【成果指標】
　上水道有収率

【指標の現状】
　78.4％

　　施策名

上下水道

事務事業名 担当部署
事業概要

成果指標 指標の現状

　　②住環境の整備

地籍調査事業 財務管理

国土調査法に基づき、地籍、土地境界の明確化を図る。牛川第1、2、3、
中村地区、勝方・大村地区の登記認証を実施していく。

上水道施設整備事業 上下水道

坂下東第一土地区画整理事業、国道事務所所管事業、並びに建設事
務所所管事業の道路改良工事との同時施工に係る上水道管網整備を
行う。また、老朽管等の更新に取り組む。

農村無給水地区整備補助事
業

上水道未整備地区の住民が衛生的な水を利用出来るよう、浄水器設置
及びポンプ更新等に対し、経費の一部を補助する。また、安心安全な飲
料水の供給について制度を構築する。

町所有除雪車（12台）を計画的に更新することにより、除雪作業の処理
能力の向上と、維持経費の削減を図る。

住民の冬季間の安全安心な交通の確保を図るため、降雪時の除雪及び
防雪柵の設置を行う。

長寿命化修繕計画により、社会資本整備総合交付金を活用し、外壁改
修工事、上水道給水管改修工事等を計画的に行う。

町営住宅改修事業 都市土木

除雪対策事業 都市土木

除雪機械整備事業 都市土木
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国庫 県 その他 国庫 県 その他 国庫 県 その他
支出金 支出金 特定財源 支出金 支出金 特定財源 支出金 支出金 特定財源

417 0 0 0 0 417 336 0 0 0 0 336 336 0 0 0 0 336

13,850 962 0 2,800 10,088 0 53,912 10,978 0 32,900 10,034 0 56,463 11,608 0 34,800 10,055 0

320 0 0 0 0 320 320 0 0 0 0 320 320 0 0 0 0 320

25,890 17,260 0 8,000 550 80 26,600 17,730 0 7,300 1,500 70 9,270 6,180 0 2,000 1,000 90

107,448 30,000 7,964 0 0 69,484 107,448 30,000 7,964 0 0 69,484 107,448 30,000 7,964 0 0 69,484

24,040 4,460 0 11,440 0 8,140 36,400 15,600 0 16,900 0 3,900 31,500 13,920 0 15,080 0 2,500

【目標値】
　80.6％

【事業内容】
・古町川尻団地1号棟給水管等改修
・古町川尻団地3号棟外壁修繕

　82.1％ 　84.2％

【事業内容】
・老朽管更新事業の基本設計

【事業内容】
・老朽管更新事業の実施設計、工事発注

【事業内容】
・現行補助制度の継続及び周知

地方債 一般財源地方債 一般財源

第1年次（令和2年度） 第2年次（令和3年度） 第3年次（令和4年度）

事業費
財源内訳

事業費
財源内訳

事業費
財源内訳

地方債 一般財源

【目標値】
　66％

　70％

【事業内容】
・牛川第1、2、3、中村地区の登記認証
・勝方、大村地区の閲覧

【事業内容】
・勝方、大村地区の閲覧
・勝方、大村地区の登記認証に向けた作
業

【事業内容】
・勝方、大村地区の登記認証

（単位：千円）

【事業内容】
・「除雪ドーザ8t　反転付」の更新

【事業内容】
・「除雪ドーザ8t　車輪式」の更新

【事業内容】
・「除雪ドーザ3t」の更新

【事業内容】
・直営及び委託による除雪対応

【事業内容】
・古町川尻団地2号棟給水管等改修
・古町川尻団地2号棟換気扇交換
・住宅長寿命化計画策定業務委託
・新中岩田団地1号棟換気扇交換

【事業内容】
・古町川尻団地3号棟給水管等改修
・新中岩田団地2号棟換気扇交換
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Ⅱ 安全・健康で、快適な「くらしづくり」

第5節 生活環境の整備

【成果指標】
　住宅使用料の徴収率

【指標の現状】
　94.73％（平成30年度実績）

【成果指標】　　（単年度件数）
　①お試し居住用住宅の入居件数
　②空き家バンクの物件登録数
　③利用登録数

【指標の現状】
　①4件
　②4件
　③10件

【成果指標】
　観光客入込数（立木観音）

【指標の現状】
　86,000人

【成果指標】
　整備個所数

【指標の現状】
　5件

　　②住環境の整備

町営住宅管理業務 都市土木

町営住宅を良好な環境に保つため、また、適正な管理を行うため水道、
エレベーター等の機械設備保守点検や住宅内外の維持修繕、住宅使
用料の徴収業務を行う。

定住支援事業
都市土木

お試し居住用住宅を活用するとともに、移住相談会等でのPRにより移
住・定住の推進を図る。

　　施策名

事務事業名 担当部署
事業概要

成果指標 指標の現状

橋梁整備事業 都市土木

町道整備事業 都市土木

町道の維持管理及び改良整備、舗装修繕、未舗装町道の舗装整備に
ついて、計画的に実施することにより、利用者の利便性向上を図る。

街なみ環境整備事業 都市土木

塔寺・気多宮地区の歴史的遺産を保存・活用した景観の向上、住環境
の整備を図る。また、気多宮交流センター、各小公園の維持管理を行う。

２項道路後退用地取得事業 都市土木

宇内沼越線整備事業（丈助
橋）

２項道路における後退用地について道路整備と一体的に用地取得を進
め効率化を図ることとし、沿道の通行、環境及び防災面の改善を図る。

1級町道で市町を結ぶ重要幹線道路であるが、橋梁点検の結果、構造
物の機能に支障をきたしており、早期に対応すべき状態であるため、県
代行事業として要望・実施し、橋梁（L=65.1ｍ）架け替え整備を行う。

町道に架かる全ての橋梁の点検義務化に伴い、5年に1度の定期的な点
検及び橋梁長寿命化計画に基づく、修繕・架け替え等を計画的に実施
する。

都市土木

　　③生活道路・橋梁の整備

 ●重点的に進めること 

  「空き家活用推進事業」 

  「町営住宅用地分譲事業」 
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国庫 県 その他 国庫 県 その他 国庫 県 その他
支出金 支出金 特定財源 支出金 支出金 特定財源 支出金 支出金 特定財源

10,844 0 0 0 10,844 0 10,844 0 0 0 10,844 0 10,844 0 0 0 10,844 0

900 0 0 0 0 900 900 0 0 0 0 900 900 0 0 0 0 900

177 0 0 0 0 177 177 0 0 0 0 177

48,000 26,565 0 16,900 0 4,535 48,000 26,565 0 16,900 0 4,535 48,000 26,565 0 16,900 0 4,535

12,600 0 0 11,000 0 1,600 12,600 0 0 11,000 0 1,600 12,600 0 0 11,000 0 1,600

地方債 一般財源 地方債

事業費
財源内訳

事業費

【事業内容】
・お試し居住用住宅の運営
・空き家バンクの運用、周知

【目標値】
　①4件
　②4件
　③10件

一般財源

（単位：千円）

第1年次（令和2年度） 第2年次（令和3年度） 第3年次（令和4年度）

　①5件
　②4件
　③10件

　①6件
　②4件
　③10件

【目標値】
　95.8％

　96％ 　96.2％

【事業内容】
・施設、設備の維持・修繕

財源内訳
事業費

財源内訳

地方債 一般財源

【事業内容】
・橋梁の定期点検及び修繕工事の実施

【目標値】
　87,000人

　88,000人 　89,000人

【事業内容】
・交流センター等施設の維持管理

【事業内容】
・協定期間が令和3年度までであり、令和4
年度以降は未定

【目標値】
　15件

【事業内容】
・道路整備、舗装整備の実施

【事業内容】
・舗装整備の実施

【事業内容】
・国、県との整備実施時期及び事業費等に
係る協議、要望
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Ⅱ 安全・健康で、快適な「くらしづくり」

第5節 生活環境の整備

Ⅱ－５小計

Ⅱ合計

生活路線バス維持対策事業 政策企画

生活交通路線安全対策事業 政策企画

小中学校にバスで通学する児童・生徒及び一般のバス利用者の安全性
を確保するため、行政区が設置する待合所に対しての助成等を実施す
る。

通学路線の確保と地域生活路線バスの維持に努める。また、高齢者へ
のバス券等補助により利用促進を図る。運行経路等については、ネット
ワーク協議会の協議により見直す。

　　施策名

指標の現状

只見線利活用促進事業 政策企画

　　④公共交通手段の確保

JR只見線が全線開通し、上下分離方式での運行開始が予定されている
令和３年10月に合わせ、広域観光推進事業との連携による外国人観光
客等の誘客や、町の玄関口である会津坂下駅前の環境整備として公衆
トイレの改修を進める。

成果指標
事務事業名 担当部署

事業概要
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国庫 県 その他 国庫 県 その他 国庫 県 その他
支出金 支出金 特定財源 支出金 支出金 特定財源 支出金 支出金 特定財源

1,000 0 0 0 0 1,000 1,000 0 0 0 0 1,000 1,000 0 0 0 0 1,000

42,337 0 18,782 0 0 23,555 42,337 0 18,782 0 0 23,555 42,337 0 18,782 0 0 23,555

517 0 0 0 0 517 9,777 0 0 0 0 9,777 5,277 0 0 0 0 5,277

562,857 82,510 29,836 51,383 22,132 376,996 614,457 104,136 29,836 88,300 23,028 369,157 583,265 91,536 29,836 79,780 22,549 359,564

1,127,291 88,154 41,138 52,883 55,607 889,509 1,193,323 109,337 40,291 89,800 57,053 896,842 1,225,764 96,737 40,291 81,280 57,174 950,282

【事業内容】
・バス乗降、待合い時における安全対策
（バス停移設、待合所設置補助、ルート変
更等）

事業費 事業費

（単位：千円）

第3年次（令和4年度）

【事業内容】
・公衆トイレの改修について町の方針決定
及びJRとの協議

【事業内容】
・公衆トイレ改修の実施

【事業内容】
・沿線市町村と連携したイベント等の開催

地方債 一般財源 地方債 一般財源 地方債 一般財源

事業費

【事業内容】
・町委託路線の委託契約、ダイヤ等の見直
しに向けた調査

財源内訳 財源内訳 財源内訳

第1年次（令和2年度） 第2年次（令和3年度）
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Ⅲ 活力と魅力があふれ、人が集う「しごとづくり」

第1節 農林業の振興

【成果指標】
　主食用米の生産数量目標面積に対する作付面積率

【指標の現状】
　101％

【成果指標】
　人・農地プラン策定数（46集落44プラン）

【指標の現状】
　3プラン

【成果指標】
　人・農地プラン策定数（46集落44プラン）

【指標の現状】
　3プラン

【成果指標】
　農産物等販売額

【指標の現状】
　453千円

【成果指標】
　農作物被害軽減目標（被害額）

【指標の現状】
　108千円

【成果指標】
　各福祉・教育機関等との活動回数

【指標の現状】
　5回

経営所得安定対策交付金事
業

農業経営基盤強化資金利子
補給事業

農林振興

農地集積協力金交付金事業
（人・農地プラン推進事業）

農林振興

指標の現状

　　施策名

事業概要

成果指標

　　①担い手の育成・支援

事務事業名 担当部署

地域の中心となる経営体への農地の集積および分散した農地の連坦化
を円滑に進めるため、農地中間管理事業を利用し、農地集積等に協力
する地域及び農業者等に対して協力金を交付する。

生産調整に取り組む農家に対して、制度への加入・申請手続きを推進し
交付金の交付を受けることにより経営の安定化を図る。

農林振興

認定農業者が経営基盤を強化するための資金（農業経営基盤強化資
金）を借入した場合に5年間利子補給し、担い手を育成する。

有害鳥獣対策事業
農林振興

・鳥獣の個体数の減少や里山への出没を減少させ、農作物被害や人身
被害等を防止するため、狩猟者の確保や農村環境の整備、捕獲、被害
防除等、総合的な活動を実施する。
・鳥獣被害対策実施隊を編成し、行政区、農業者からの要請により農作
物に被害を及ぼす鳥獣の駆除を実施する。

異業種との連携による働き手
の確保事業

農林振興

農業を通じて福祉事業所や教育機関等と連携することで、仕事や学びの
場を創出するとともに、農業の働き手の確保を図る。

機構集積支援事業
農林振興

各地域において策定した人・農地プランに位置付けられている地域の担
い手となる農業者に、離農等で耕作を放棄する農地を農地中間管理事
業により集積することで、担い手の育成・集積率の向上を図る。

農産物販路拡大事業

農林振興

原発事故後の県産農産物への風評被害に対する安全性をＰＲするた
め、首都圏でのインショップ等による販売促進・販路拡大活動を行う。

 ●重点的に進めること 

  「担い手アクションサポート事業」 

 ●重点的に進めること 

  「農地中間管理事業」 

 ●重点的に進めること 

  「農産物販路拡大事業」 

  「福祉・教育機関との連携」 

 ●重点的に進めること 

  「鳥獣被害防止総合対策交付金事業」 

 ●重点的に進めること 

  「福祉・教育機関との連携」 

 ●重点的に進めること 

  「農地中間管理事業」 
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国庫 県 その他 国庫 県 その他 国庫 県 その他

支出金 支出金 特定財源 支出金 支出金 特定財源 支出金 支出金 特定財源

23,100 23,100 0 0 0 0 23,100 23,100 0 0 0 0 23,100 23,100 0 0 0 0

300 0 100 0 0 200 300 0 100 0 0 200 300 0 100 0 0 200

14,080 14,080 0 0 0 0 8,000 8,000 0 0 0 0 6,000 6,000 0 0 0 0

901 0 457 0 100 344 562 0 457 0 100 5 562 0 457 0 100 5

3,379 0 3,000 0 0 379 1,000 0 0 0 0 1,000 900 0 0 0 0 900

1,196 0 0 0 0 1,196 1,144 0 0 0 0 1,144 1,144 0 0 0 0 1,144

財源内訳

【事業内容】
・若手農業者と福祉事務所の雇用の促進
・農福連携に係るイベント活動

（単位：千円）

第1年次（令和2年度） 第2年次（令和3年度） 第3年次（令和4年度）

事業費

財源内訳

地方債 一般財源 地方債 一般財源

事業費

財源内訳

地方債 一般財源

事業費

【目標値】
　6回

【目標値】
　10プラン

　20プラン

【目標値】
　100％

【事業内容】
・経営所得安定対策制度の活用
・生産調整による水田農業の確立

【事業内容】
・認定農業者及び認定新規就農者への利
子補給

【目標値】
　87千円

　65千円 　44千円

【事業内容】
・朝立地区及び船窪地区を県の事業（モデ
ル地区）とした対策の強化

【事業内容】
・船窪地区及び勝方地区を県の事業（モデ
ル地区）とした対策の強化

【事業内容】
・勝方地区及び大村地区を県の事業（モデ
ル地区）とした対策の強化

【目標値】
　500千円

　510千円 　520千円

【事業内容】
・販売促進活動
・農業者と飲食業者のマッチング

【目標値】
　10プラン

　20プラン 　30プラン

【事業内容】
・「人・農地プラン」の実質化の取り組み
・農地中間管理事業の利用促進

【事業内容】
・農地パトロールによる放棄地の把握
・農地の集積に係る事業内容の周知

　30プラン
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Ⅲ 活力と魅力があふれ、人が集う「しごとづくり」

第1節 農林業の振興

【成果指標】
　実施組織数

【指標の現状】
　51組織

【成果指標】
　森林環境交付金事業の活動への参加人数（延べ）

【指標の現状】
　530人

【成果指標】
　森林整備面積（全80ha）

【指標の現状】
　6.82ha

中山間地域等直接支払事業 農林振興

県営老朽ため池等整備事業 農林振興

農林振興

老朽化等により漏水しているため池の整備を行い、決壊等による下流域
の被害を防止し安心安全な生活環境と農業用水の確保を図る。また、た
め池の耐震を調査及び、ため池が決壊した場合の想定被害区域図を作
成し、住民に広く知らせ防災に対する意識向上を図る。

中山間地域（6地区）の担い手育成、農業生産活動支援、多面的機能の
増進・生産条件の格差是正を図り、農村環境の向上を目指す。

　　施策名

・県の1級河川に設置している農業用水施設の改修と良好な管理による
農業用水の安定供給と地域住民の安全を図る。
・県営事業により、固定堰から可動堰へ施設を更新し、大雨時における
災害の未然防止や安定的な農業経営を図る。

　　②農業の基盤づくり

ふくしま森林再生事業 農林振興

原発事故によって停滞した森林整備を推進し森林の有する公益的機能
の維持増進を図り、震災以前の活力ある森林の回復や効率的な森林整
備・木材生産体制への誘導により林業及び木材産業の振興を図る。

Ⅲ－１小計

農業用河川工作物関連応急
対策事業

農林振興

森林活動・緑化推進事業 農林振興

森林環境交付金（基本枠）を活用し、里山等の整備や、坂下南・東小学
校の児童を対象とした森林環境学習を通して、森林の重要性や新たな
価値観を醸成する。

事務事業名 担当部署
事業概要

成果指標 指標の現状

　　③森林環境の整備

農林振興

集落の共同活動を助成することにより、非農業者の参画による農村地域
のコミュニティ維持、水路、農道、農地等の修繕や維持を図る。

多面的機能支払交付金事業

土地改良事業（水利施設整
備事業（基幹水利施設保全
型））

安定した用水供給機能を維持し、安心安全な営農を図るため、宮川パイ
プラインの長寿命化や二岐ダム堆砂対策等を行う。
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国庫 県 その他 国庫 県 その他 国庫 県 その他

支出金 支出金 特定財源 支出金 支出金 特定財源 支出金 支出金 特定財源

5,969 0 1,650 4,300 0 19 2,363 0 0 2,300 0 63 2,239 0 0 2,200 0 39

25,888 0 19,416 0 0 6,472 25,888 0 19,416 0 0 6,472 25,888 0 19,416 0 0 6,472

2,334 0 0 0 0 2,334 2,730 0 0 0 0 2,730 2,141 0 0 0 0 2,141

133,020 66,510 33,255 0 0 33,255 133,020 66,510 33,255 0 0 33,255 133,020 66,510 33,255 0 0 33,255

4,000 0 0 3,600 0 400 5,000 0 0 4,000 0 1,000

1,871 0 1,870 0 0 1 1,850 0 1,849 0 0 1 1,850 0 1,849 0 0 1

56,367 44,953 5,022 0 6,392 0 64,694 50,944 6,050 0 7,700 0 58,194 44,444 6,050 0 7,700 0

272,405 148,643 64,770 7,900 6,492 44,600 269,651 148,554 61,127 6,300 7,800 45,870 255,338 140,054 61,127 2,200 7,800 44,157

【事業内容】
　（令和3年度で事業完了予定）

【目標値】
　55組織

【目標値】
　535人

　540人 　545人

【事業内容】
・森林環境についての学習
・いこいの森の整備事業

【事業内容】
・県営事業泥布沢地区
・大窪地区

【事業内容】
・年度別計画に基づく森林整備

【目標値】
　11ha

　15ha

（単位：千円）

【事業内容】
・会津北部　頭首工電気設備
・鶴沼防災ダム

【事業内容】
・県営事業継続及び町負担金の支出

【事業内容】
・県営事業の町負担金の支出
　（事業完了年度）

【事業内容】
・活動組織に対する支援

【事業内容】
・県営事業泥布沢地区
・大窪地区（会津美里町）
・ハザードマップ、耐震診断１池（柏原ため
池）

【事業内容】
・会津北部　頭首工電気設備
・鶴沼防災ダム
・パイプライン改修工事（杉地区）

【事業内容】
・関係機関との連携による広域化の推進
・交付金の有効活用

【事業内容】
・問題点等の調査
・土地改良区等との取り組みの検討

【事業内容】
・土地改良区等との取り組みの検討

第1年次（令和2年度） 第2年次（令和3年度） 第3年次（令和4年度）

事業費

財源内訳

事業費

財源内訳

地方債 一般財源 地方債 一般財源 地方債 一般財源

財源内訳

事業費
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Ⅲ 活力と魅力があふれ、人が集う「しごとづくり」

第2節 商工業の振興

【成果指標】
　道の駅あいづにおける物産・農産物の売上金額

【指標の現状】
　108,514千円
　　（平成30年度実績）

【成果指標】
　物産・農産物の取引金額

【指標の現状】
　1,000千円

【成果指標】
　にぎわい創出活動による空き店舗解消件数

【指標の現状】
　30件（平成30年度末累計）

事務事業名 担当部署
成果指標 指標の現状

地域振興施設として、町農産物・物産品の販売、町の魅力を発信するた
めのイベント等の開催により、中心市街地や町内観光地へ誘客を図る
等、経済・産業振興を促進する。また、新たな魅力を創出するため河川を
活用した環境整備に取り組む。

事業概要

　　施策名

　　①町産品の販路拡大

物産等販売促進事業
商工観光

本町の物産販売を促進し、町産業者活動の活性化支援と観光物産協会
への支援により、町物産等が流通拡大することによる町産業の振興を図
る。

街なか賑わい創出事業

商工観光

中心市街地を中心としたにぎわいの創出により、商工業の振興と合わせ
た街なかの活性化に繋げる。空き店舗利活用による起業等の推進や「十
四日市」の開催、坂本分校を拠点としたにぎわい交流事業（ワークショッ
プ等）の展開に取り組む。

　　②街なかにぎわいの活性化

「人の駅・川の駅・道の駅」活
用事業

政策企画

 ●重点的に進めること 

  「人の駅・川の駅・道の駅」活用事業 

 ●重点的に進めること 

  「物産等販売促進事業」 

 ●重点的に進めること 

  「起業用お試し施設」 

  「街なかギャラリー」 
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国庫 県 その他 国庫 県 その他 国庫 県 その他

支出金 支出金 特定財源 支出金 支出金 特定財源 支出金 支出金 特定財源

10,000 0 0 0 0 10,000 10,000 0 0 0 0 10,000 10,000 0 0 0 0 10,000

7,217 0 5,500 0 0 1,717 7,217 0 5,500 0 0 1,717 7,217 0 5,500 0 0 1,717

298 0 0 0 0 298 298 0 0 0 0 298 298 0 0 0 0 298

財源内訳

（単位：千円）

事業費

地方債 一般財源 地方債

【目標値】
　31件

　32件

【事業内容】
・空き家、空き店舗を活用した起業等の推
進（家賃補助の継続）
・「十四日市」の検討、開催
・ワークショップ等による交流事業の開催

財源内訳

第1年次（令和2年度） 第2年次（令和3年度） 第3年次（令和4年度）

【事業内容】
・協議会事務局会議の定期的な開催によ
る情報共有
・指定管理委託料、協議会運営に係る負
担金の支払い

一般財源

事業費

財源内訳

事業費

　1,700千円

一般財源 地方債

【事業内容】
・首都圏での販売促進による販路拡大

【目標値】
　1,300千円

　1,500千円

【目標値】
　116,000千円

　118,000千円 　120,000千円

　33件
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Ⅲ 活力と魅力があふれ、人が集う「しごとづくり」

第2節 商工業の振興

【成果指標】
　町の人材確保支援による人材確保達成企業数

【指標の現状】
　5社

【成果指標】
　町内空き工場への新規誘致企業数（累計）

【指標の現状】
　4社（平成28年度以降累計）

【成果指標】
　勤労者互助会への加入事業所

【指標の現状】
　49社

【成果指標】
　制度資金の活用件数

【指標の現状】
　20件

企業経営・雇用支援事業（雇
用創出推進事業）

商工観光

企業誘致推進事業
商工観光

近隣自治体等と連携し、企業誘致イベントへの参加、企業訪問により、情
報交換をしながら、空き工場を活用するなど、新たな企業の誘致と支援
を実施する。

町内既存企業の生産基盤強化等に向けた取組みを支援し、雇用創出・
拡大を推進するとともに人材確保に繋がる取組みを合わせて展開するこ
とで既存企業の経営発展に繋げる。

成果指標 指標の現状

　　③経営体の育成・支援

　　施策名

事務事業名 担当部署
事業概要

Ⅲ－２小計

勤労者互助会
商工観光

中小企業や個人事業主の労働力の確保や経営基盤を強化・安定させる
ため、働きやすい労働環境づくりの支援と労働者の定着を図る。

中小企業・小規模事業者支
援事業

商工観光

中小企業や小規模事業者の育成・支援のための信用保証料補助等を
行う。

 ●重点的に進めること 

  「企業経営・雇用支援事業」 

 ●重点的に進めること 

  「広域連携による企業誘致活動」 

 ●重点的に進めること 

  「勤労者互助会」 

 ●重点的に進めること 

  「中小企業・小規模事業者支援事業」 
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国庫 県 その他 国庫 県 その他 国庫 県 その他

支出金 支出金 特定財源 支出金 支出金 特定財源 支出金 支出金 特定財源

1,638 0 0 0 0 1,638 1,638 0 0 0 0 1,638 1,638 0 0 0 0 1,638

488 0 0 0 0 488 488 0 0 0 0 488 488 0 0 0 0 488

310 0 0 0 0 310 310 0 0 0 0 310 310 0 0 0 0 310

27,185 0 0 0 26,000 1,185 27,185 0 0 0 26,000 1,185 27,185 0 0 0 26,000 1,185

47,136 0 5,500 0 26,000 15,636 47,136 0 5,500 0 26,000 15,636 47,136 0 5,500 0 26,000 15,636

第1年次（令和2年度） 第2年次（令和3年度） 第3年次（令和4年度）

一般財源 地方債 一般財源

事業費

財源内訳

事業費

財源内訳

事業費

【事業内容】
・町内空き工場実態把握と情報発信
・宿泊業企業の誘致活動
・空き店舗活用による企業（起業）誘致

【目標値】
　8社

　9社 　10社

【事業内容】
・補助制度や優遇措置等の情報提供
・企業説明会及び現地見学会の継続実施

一般財源

（単位：千円）

地方債

財源内訳

【事業内容】
・補助制度や優遇措置等の情報提供
・企業説明会及び現地見学会の継続実施
・インターンシップコーディネート

地方債

【事業内容】
・企業への利子及び保証料の補助
・利子補給制度の拡充の検討

【目標値】
　50社

　51社 　52社

【目標値】
　22件

　24件 　26件

【事業内容】
・制度内容の周知及び加入促進
・継続的な支援のための実施主体の検討

【目標値】
　4社

　5社 　5社
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Ⅲ 活力と魅力があふれ、人が集う「しごとづくり」

第3節 観光・交流の促進

【成果指標】
　ガイドを実施した観光客数（延べ）

【指標の現状】
　130人

【成果指標】
　①観光地、各イベントにおける入込客数
　　（４大祭り、立木観音、春日八郎おもいで館、上宇内薬師堂）
　②外国人観光客数

【指標の現状】
　①195,000人
　②100人

【成果指標】
　６次化商品の開発件数

【指標の現状】
　7件

【成果指標】
　４大祭り参加入込数

【指標の現状】
　91,000人

　　施策名

事業概要

成果指標 指標の現状
担当部署事務事業名

　　③祭りの活性化

Ⅲ合計

観光ボランティア育成事業
商工観光

ガイドを通じて町の魅力（観光資源、特産品）を伝え、町へのリピーターを
増やすことにより観光及び物産振興を図る。ガイドとしての活動を通じ
て、多くの人と交流することで知見を深めるとともに、町に対する郷土愛
を育む。

広域観光推進事業
商工観光

極上の会津プロジェクト協議会等の各協議会や「道の駅あいづ　湯川・
会津坂下」でのイベント、まちなかハイキング等を通じ会津坂下町の魅力
を発信し、外国人観光客を含めた、町内観光施設への誘客により物産振
興を図る。

６次化商品開発促進事業
農林振興

農畜産物の生産者と地元農業高校、道の駅等が連携し、特色ある地域
資源をかけ合わせることにより、魅力ある新商品の開発を促進する。

Ⅲ－３小計

観光物産協会運営支援事業
（祭り活性化事業）

商工観光

・４大祭りへの誘客促進及び道の駅あいづと連携した観光誘客を促進す
るため、観光物産協会HP及びSNSを活用した情報発信を強化する。
・祭りへ関わる担い手育成に取り組み、関係人口の増加を積極的に進め
る。
・観光宣伝、販路拡大に繋げるため、季節の小包便・インターネット等の
物産販売を行う。

　　①交流によるにぎわいの創出

　　②地域資源の活用

 ●重点的に進めること 

  「商品・観光資源の開発」 

 ●重点的に進めること 

  「商品・観光資源の開発」 

 ●重点的に進めること 

  「商品・観光資源の開発」 

 ●重点的に進めること 

  「祭り活性化事業」 
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国庫 県 その他 国庫 県 その他 国庫 県 その他

支出金 支出金 特定財源 支出金 支出金 特定財源 支出金 支出金 特定財源

66 0 0 0 0 66 66 0 0 0 0 66 66 0 0 0 0 66

1,744 0 0 0 0 1,744 1,744 0 0 0 0 1,744 1,744 0 0 0 0 1,744

410 0 0 0 368 42 410 0 0 0 368 42 410 0 0 0 368 42

16,800 0 0 0 0 16,800 16,800 0 0 0 0 16,800 16,800 0 0 0 0 16,800

19,020 0 0 0 368 18,652 19,020 0 0 0 368 18,652 19,020 0 0 0 368 18,652

338,561 148,643 70,270 7,900 32,860 78,888 335,807 148,554 66,627 6,300 34,168 80,158 321,494 140,054 66,627 2,200 34,168 78,445

事業費

地方債

　13件

【事業内容】
・新たな商品開発に向けた支援

事業費

財源内訳

一般財源 地方債 一般財源 地方債 一般財源

事業費

【目標値】
　150人

　160人 　170人

【目標値】
　92,000人

　92,500人 　93,000人

【目標値】
　①200,000人
　②150人

　①200,000人
　②200人

　①200,000人
　②250人

【事業内容】
・町HPの多言語化の推進
・多言語版パンフレットによる広報活動
・外国人観光客の入込数等実態調査

【事業内容】
・外国人観光客に関する調査結果の検
証、取り組みの検討

【事業内容】
・「まちなかハイキング」による誘客促進
・新規ガイド確保のための広報活動及び研
修、勉強会の実施

財源内訳

（単位：千円）

第2年次（令和3年度） 第3年次（令和4年度）

【事業内容】
・観光物産協会の運営支援

財源内訳

第1年次（令和2年度）

【目標値】
　9件

　11件
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Ⅳ 一人ひとりがつながり、みんなで創る「しくみづくり」

第1節 地域運営のしくみづくり

【成果指標】
　参加団体数

【指標の現状】
　4団体

　　施策名

指標の現状
事務事業名 担当部署

政策企画

地域づくり推進事業

成果指標

　　①協働の推進

事業概要

行政管理集会所建設補助事業

身近な公共空間である道路、公園、河川等の環境美化活動を行うことに
より、「協働のまちづくり」の精神の啓蒙を図り、環境美化に対する意識の
高揚を図る。現在は、南幹線の植栽等により、4団体と連携しており、更な
る拡大を図る。都市土木アダプト制度推進事業

各地区コミュニティセンターを拠点とした地域づくりを推進するため、地域
づくりコーディネーターを配置し、地域づくり協議会と連携し、地域づくり
交付金や地域資源を活用しながら「地域課題解決型」の取り組みを強化
する。

各地区のコミュニティの場である集会所の設備充実や環境整備のための
費用の一部を補助する。新築、大規模改修、選挙投票所となる地区集会
所については小規模改修も補助対象となる。

政策企画
コミュニティセンター運営事業

　　②地域・行政・各種団体の連携

　　③コミュニティセンター運営の充実

Ⅳ－１小計

・各地区コミュニティセンターを地域づくり活動の拠点として捉え、行政が
中心的な担い手として運営する。
・地域の特性を活かした地域課題解決の仕組みをつくるとともに、持続可
能な取り組みとするためコミュニティビジネスを創出する。

 ●重点的に進めること 

  「地域づくり推進事業」 

  「地域づくりコーディネーターの配置」 

 ●重点的に進めること 

  「コミュニティビジネスの創出」 
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国庫 県 その他 国庫 県 その他 国庫 県 その他

支出金 支出金 特定財源 支出金 支出金 特定財源 支出金 支出金 特定財源

8,400 0 0 0 0 8,400 8,400 0 0 0 0 8,400 8,400 0 0 0 0 8,400

100 0 0 0 0 100 100 0 0 0 0 100 100 0 0 0 0 100

130 0 0 0 0 130 160 0 0 0 0 160 190 0 0 0 0 190

24,048 0 0 0 0 24,048 21,948 0 0 0 0 21,948 28,248 0 0 0 0 28,248

32,678 0 0 0 0 32,678 30,608 0 0 0 0 30,608 36,938 0 0 0 0 36,938

（単位：千円）

第1年次（令和2年度） 第2年次（令和3年度） 第3年次（令和4年度）

事業費

財源内訳

地方債 一般財源 地方債 一般財源地方債 一般財源

財源内訳

事業費

【事業内容】
・地域づくりコーディネーターの配置
・地域づくり協議会との連携による地域づく
り活動の推進
・地域づくり交付金の活用による地域課題
解決に係る取り組み

事業費

財源内訳

【目標値】
　5団体

　6団体

【事業内容】
・要望に応じて対応

【事業内容】
・委託箇所及び周知方法の検討、実施

　7団体

【事業内容】
・安全性及び利便性の向上に向けた管理
運営
・修繕予定：川西コミセン屋根漏水修繕

【事業内容】
・安全性及び利便性の向上に向けた管理
運営
・修繕予定：金上コミセン屋根漏水修繕、
畳修繕、相撲場解体

【事業内容】
・安全性及び利便性の向上に向けた管理
運営
・修繕予定：若宮コミセン屋根葺替工事
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Ⅳ 一人ひとりがつながり、みんなで創る「しくみづくり」

第2節 住民が参画するしくみづくり

【成果指標】
　地域おこし協力隊の人数

【指標の現状】
　0人

　　施策名

地域おこし協力隊導入事業
政策企画

・移住者目線での地域づくり活動により、地域活性化を図る。
・隊員の定住・定着を支援することで、地域を担う人材の確保、新たな雇
用の創出につなげる。

地域づくり情報受発信事業

政策企画

担当部署
成果指標 指標の現状

事務事業名

Ⅳ－２小計

　　①地域を担う人材の育成

事業概要

　　②参画しやすい環境づくり

　　③効果的な情報の受発信

若者による地域づくり推進事
業

政策企画

・「若者集会」を定期的に開催し若者の意見、考えを施策に反映させる。
・「若者集会」を若者が地域（まち）づくり活動を実践する場とすることによ
り、将来の地域（まち）づくりに積極的に係わることができる仕組みの構築
を図る。

【成果指標】
　若者による地域（まち）づくり活動の回数

コミュニティセンターを拠点とする地域づくりを推進するため、広く地域住
民の声を受け止め地域課題の的確な把握に努め、地域の課題解決のた
めの情報を効果的に発信する仕組みの構築を進める。

 ●重点的に進めること 

  「地域おこし協力隊の活用」 

 ●重点的に進めること 

  「若者による地域づくり活動の推進」 

 ●重点的に進めること 

  「地域づくり推進事業」 

  「地域づくり情報受発信の促進」 
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国庫 県 その他 国庫 県 その他 国庫 県 その他

支出金 支出金 特定財源 支出金 支出金 特定財源 支出金 支出金 特定財源

150 0 0 0 0 150

350 0 0 0 0 350 350 0 0 0 0 350 350 0 0 0 0 350

500 0 0 0 0 500 350 0 0 0 0 350 350 0 0 0 0 350

（単位：千円）

第1年次（令和2年度） 第2年次（令和3年度） 第3年次（令和4年度）

【目標値】
　3回

地方債 一般財源 地方債

事業費

財源内訳

事業費

【事業内業】
・「若者集会」開催による地域づくりの推進

【事業内業】
・「地域づくり懇談会」の開催による情報受
発信

【目標値】
　0人

　2人

【事業内容】
・庁内、各関係団体への意向調査
・地域おこし協力隊導入に係る周知活動
・お試し居住による田舎暮らし体験の提供

【事業内容】
・地域おこし協力隊の導入

財源内訳

事業費

財源内訳

一般財源 地方債 一般財源

　10回　5回
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Ⅳ 一人ひとりがつながり、みんなで創る「しくみづくり」

第3節 行財政運営の強化

【成果指標】
　行政課題に対応した職員の自主研修の実施回数

【指標の現状】
　13回
　（全員4、中堅3、女性3、若手3）

【成果指標】
　①全員研修、自主研修の実施
　②人事評価の面談実施

【指標の現状】
　①研修13回
　②人事評価面談3回

【成果指標】
　個人番号（マイナンバー）カードの発行数

【指標の現状】
　1,426枚

　　①職員の人材育成

事務事業名 担当部署
事業概要

成果指標

政策企画

会津西部斎苑運営事業 戸籍環境

戸籍総合システム更改事業 戸籍環境

社会保障・税番号制度活用
事業（マイナンバー制度）

戸籍環境

指標の現状

　　施策名

職員研修事業

行政管理

・住民との協働によるまちづくりを推進するため、職員の政策形成能力等
の向上を図り、町民に信頼される職員を育成する。
・職員による自主研修（相互研修）を実施することにより、個々のスキル
アップと組織のチームワークの向上を図る。

人事評価・人材育成事業（人
材育成基本方針）

行政管理

職員個人の能力を明確にし、職員個人が職務に対する目標管理を実施
することにより、職務レベルを向上させ、町民に信頼される職員育成につ
なげるとともに、組織力を高め住民サービスの向上を図る。

広域市町村圏整備組合事業
負担金

消防費、老人福祉費、衛生費等、広域的に共同処理する経費に係る会
津若松地方広域市町村圏整備組合への負担金。

会津西部斎苑の管理業務を一部委託し、施設の運営、維持管理及び施
設設備工事を実施する。近隣市町村との共同処理による事務の効率化
や負担軽減を図る。

効率的かつ安全な戸籍管理のもと、戸籍謄本等の正確で迅速な提供に
よる住民サービスの向上を図る。また法務省が全国規模で実施する戸籍
副本データ管理システムを導入し、戸籍の滅失を防ぐ。

個人番号カードの普及・活用により所得状況や行政サービス需給状況の
正確な把握や、年金や福祉等の申請時の書類が減る等、行政手続きの
簡素化・効率化を図る。

　　②行政事務の効率化

 ●重点的に進めること 

  「職員研修事業」 

  「人事評価・人材育成事業」 

 ●重点的に進めること 

  「人事評価・人材育成事業」 
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国庫 県 その他 国庫 県 その他 国庫 県 その他

支出金 支出金 特定財源 支出金 支出金 特定財源 支出金 支出金 特定財源

874 0 0 0 250 624 874 0 0 0 250 624 874 0 0 0 250 624

398,359 0 0 18,500 0 379,859 398,359 0 0 18,500 0 379,859 398,359 0 0 18,500 0 379,859

46,554 0 0 0 34,720 11,834 51,884 0 0 0 37,352 14,532 52,718 0 0 0 32,560 20,158

18,764 8,317 0 0 0 10,447 10,447 0 0 0 0 10,447 10,447 0 0 0 0 10,447

1,584 1,221 0 0 66 297 1,699 1,221 0 0 66 412 1,699 1,221 0 0 66 412

（単位：千円）

第1年次（令和2年度） 第2年次（令和3年度） 第3年次（令和4年度）

地方債 一般財源 地方債 一般財源 地方債 一般財源

【事業内容】
・医療保険の資格確認の本格運用

【事業内容】
・医療保険の資格確認の運用継続

【事業内容】
・年次計画に基づいた火葬炉及び施設の
修繕

【事業内容】
・戸籍謄本の提供等
・戸籍情報システム及び戸籍附票システム
の改修

【事業内容】
・戸籍謄本の提供等

【目標値】
　1,923枚

　2,211枚 　2,499枚

【事業内容】
・顔認証及び本人確認書類裏書システム
更改

【目標値】
　16回（全員4、中堅4、女性4、若手4）

事業費

【事業内容】
・職員研修の実施

【事業内容】
・年次計画に基づいた火葬炉及び施設の
修繕
・火葬炉使用料の見直し

【目標値】
　①研修16回
　②人事評価面談3回

【事業内容】
・人事評価制度の適正運用
・各研修事業実施による職員人材育成

【事業内容】
・広域圏への負担金

財源内訳

事業費

財源内訳

事業費

財源内訳
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Ⅳ 一人ひとりがつながり、みんなで創る「しくみづくり」

第3節 行財政運営の強化

【成果指標】
　eL-TAXによる確定申告件数（①個人 ②法人）

【指標の現状】
　①1,507人
　②253事業所

事務事業名 担当部署
事業概要

成果指標 指標の現状

　　②行政事務の効率化

　　施策名

行政情報の電子化により、住民サービスを的確に更に迅速に遂行し、職
員の事務効率化や住民サービスの向上を図る。

町指定管理施設の適正管理と運営支援を通じて、町民福祉の向上を図
ると共に、指定管理施設の在り方について検証を行い、事業継続を前提
とした民間への売却の協議を進める。

振興計画の目指すまちづくりを具現化するため、事業を評価し、実施計
画に反映することが必要であり、内部評価、外部評価、行政経営改革プ
ラン進捗状況を踏まえ、実施計画作成に取り組む。

戸籍環境

光ファイバー回線利用による運用、地域イントラネットシステムの維持管
理を行う。

住民基本台帳ネットワークシステムを活用し、住民票の写し等の証明書
や住民異動を正確かつ迅速に提供・対応する。

下水道、農業集落排水の各特別会計について、国による法制化等の動
向や、平成28年に策定した経営戦略とあわせて、企業会計導入につい
ての調査検討を進める。

下水道・農集排企業会計導
入事業

上下水道

温泉施設等管理委託事業 商工観光

行政評価事業 政策企画

住民基本台帳ネットワーク事
業

地域イントラネット基盤整備事
業

政策企画

電子計算機導入事業 政策企画

地方税電子化事業（eL-
TAX）

税務管理

電子申告の普及拡大による情報化推進と行政サービスの向上のため、
eL-TAXシステムを利用し、事務の正確化・効率化・簡素化を図る。
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国庫 県 その他 国庫 県 その他 国庫 県 その他

支出金 支出金 特定財源 支出金 支出金 特定財源 支出金 支出金 特定財源

2,211 0 0 0 0 2,211 2,211 0 0 0 0 2,211 2,211 0 0 0 0 2,211

3,278 0 0 3,200 0 78 14,154 0 0 14,100 0 54 14,154 0 0 14,100 0 54

55,260 0 0 0 7 55,253 55,260 0 0 0 7 55,253

64 0 0 0 0 64 48 0 0 0 0 48 48 0 0 0 0 48

886 0 0 0 0 886 886 0 0 0 0 886 886 0 0 0 0 886

49,090 0 0 0 0 49,090 53,595 0 0 0 0 53,595 56,894 0 0 0 0 56,894

5,496 0 0 0 0 5,496 4,133 0 0 0 0 4,133 4,133 0 0 0 0 4,133

事業費

財源内訳

事業費

第1年次（令和2年度） 第2年次（令和3年度）

【事業内容】
・確定申告データ伝送システム導入
・税制改正に伴うシステム改修
・町広報紙による啓発活動

　①1,800人
　②280事業所

　①1,900人
　②290事業所

（単位：千円）

【事業内容】
・住民基本台帳ネットワークシステムの活用

【目標値】
　①1,700人
　②270事業所

【事業内容】
・基幹業務システム等の維持管理
・CSシステム等の更改

【事業内容】
・基幹業務システム等の維持管理

【事業内容】
・基幹業務システム等の維持管理
・Web及びLGWAN端末更改
・二要素認証システム更改

【事業内容】
・移行事務の準備

【事業内容】
・固定資産台帳の整備

【事業内容】
・固定資産台帳の整備
・令和5年度以降は移行事務の実施

【事業内容】
・現時点では未定

【事業内容】
・自主財源の確保を拡充するため、事業の
検討や広報ＰＲの積極的な支援
・施設のあり方の協議

【事業内容】
・自主財源の確保を拡充するため、事業の
検討や広報ＰＲの積極的な支援
・施設のあり方の協議、実行

【事業内容】
・税制改正に伴うシステム改修
・町広報紙による啓発活動

【事業内容】
・内部、外部評価等による実施事業の評価
・実施計画策定への活用

【事業内容】
・システムの維持管理

一般財源地方債 一般財源

第3年次（令和4年度）

財源内訳

事業費

財源内訳

地方債地方債 一般財源
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Ⅳ 一人ひとりがつながり、みんなで創る「しくみづくり」

第3節 行財政運営の強化

【成果指標】
　町民議会懇談会の参加者数

【指標の現状】
　90人

【成果指標】
　SNS閲覧者数（述べ）

【指標の現状】
　100,000人

事務事業名 担当部署
成果指標 指標の現状

情報化施策推進体制整備事
業（愛プランの推進）

政策企画

【成果指標】
　広報紙への満足度（アンケート実施）

　　施策名

事業概要

地域インターネット活用事業
政策企画

Ⅳ合計

Ⅳ－３小計

　　③情報発信の充実

議会の広報広聴充実事業 議会事務局

町民に開かれた議会を推進するため、議会だよりを年４回発行するととも
に、町民議会懇談会を開催する等、議会活動への町民参加を促進す
る。

行政施策PR促進事業
政策企画

SNS等を利用し、行政施策や町の様子等、様々な情報を即時かつ効果
的に発信・拡散させ、町民の生活利便性向上や観光・物産振興に寄与
する。

広報あいづばんげ発行事業
政策企画

「町民が必要とする情報」と「行政が発信すべき情報」について、分かりや
すく正確に発信するとともに、町民からの情報等をいつでも受発信できる
ような双方向での情報共有を図る。

・公設民営の光回線敷設により、高寺地区の一部にインターネット環境を
提供する。
・「第3次会津坂下町情報化推進計画」に伴う進捗状況を管理、検証し、
新たな第4次計画策定を進める。

インターネットを安定的・継続的に利用できる環境を維持し、ホームペー
ジの運用とともに充実を図り、町民と行政の情報共有体制を構築する。

 ●重点的に進めること 

  「SNS等の活用」 

 ●重点的に進めること 

  「広報内容等の充実」 

 ●重点的に進めること 

  「SNS等の活用」 
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国庫 県 その他 国庫 県 その他 国庫 県 その他

支出金 支出金 特定財源 支出金 支出金 特定財源 支出金 支出金 特定財源

1,171 0 0 0 0 1,171 1,171 0 0 0 0 1,171 1,171 0 0 0 0 1,171

4,514 0 0 0 800 3,714 4,514 0 0 0 800 3,714 4,514 0 0 0 800 3,714

2,070 0 0 0 2,013 57 2,070 0 0 0 2,013 57 2,070 0 0 0 2,013 57

15,242 0 0 0 2,527 12,715 15,242 0 0 0 2,527 12,715 16,024 0 0 0 2,527 13,497

605,417 9,538 0 21,700 40,383 533,796 616,547 1,221 0 32,600 43,015 539,711 566,202 1,221 0 32,600 38,216 494,165

638,595 9,538 0 21,700 40,383 566,974 647,505 1,221 0 32,600 43,015 570,669 603,490 1,221 0 32,600 38,216 531,453

地方債 一般財源 地方債

事業費

財源内訳

事業費

財源内訳

第1年次（令和2年度） 第2年次（令和3年度）

　120人

財源内訳

一般財源

【事業内容】
・第3次町情報化推進計画の見直し

【事業内容】
・第3次町情報化推進計画の見直し
・第4次町情報化推進計画策定

【事業内容】
・第4次町情報化推進計画の見直し

【事業内容】
・町HPデザイン変更
・インターネット環境、HP等の充実・管理

【事業内容】
・町HPデザイン変更
・インターネット環境、HP等の充実・管理

【事業内容】
・町HPデザイン変更
・インターネット環境、HP等の充実・管理
・PCのOS更改対応

【事業内容】
・広報あいづばんげの発行
・掲載内容の充実

【目標値】
　100％

【目標値】
　120,000人

　140,000人 　160,000人

【事業内容】
・職員によるSNSを活用した町情報の発信

第3年次（令和4年度）

【目標値】
　100人

　110人

（単位：千円）

【事業内容】
・議会だよりの発行
・町民議会懇談会の開催

一般財源 地方債

事業費
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